
令和４年12月

湯 梨 浜 町 議 会 定 例 会

令和４年度

一般会計補正予算（第７号）参考資料
（歳出予算　事業概要書）

東 伯 郡 湯 梨 浜 町



歳出予算
款 項 ページ 款 項 ページ

１．議会費 ５．農林水産業費

１．議会費 1 １．農業費 32

２．総務費 ６．商工費

１．総務管理費 3 １．商工費 37

３．戸籍住民基本台帳費 12 ７．土木費

３．民生費 ２．道路橋りょう費 38

１．社会福祉費 13 ５．住宅費 42

２．児童福祉費 19 ９．教育費

３．生活保護費 30 １．教育総務費 45

４．衛生費 ２．小学校費 46

１．保健衛生費 31 ３．中学校費 52

４．社会教育費 54

令和４年度　一般会計補正予算（第７号）

　事業概要書　目次



款 01 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

議会費 項 議会費 01 議会費 所属 0101011200-0000 議会事務局

事業

0010 議会経常管理費 (簡略番号：000038) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 99 11,199 11,298 5,829 5,470

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 議会費 一般財源 99 11,199 11,298

　においてペーパーレスが可能となるように運用中である。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　ペーパーレスシステムの「SideBooks」を４月から導入し、議会、委員会を３月定例会 02 給料 17 備品購入費

　　現在は、試用的な運用としてとして1ギガの容量で実施しているが、現在600Mを超えてき 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

　するものである。合計１１ギガでの運用であれば５年以上の運用は可能と考える。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　ており、３月末までにはデーター容量が1ギガでは不足するため、１０ギガの容量を追加 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　SideBooks 10ギガ増量　　　　　　１か月　49,500円(税込)・・・増額分 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　82,500円(税込) 11 役務費 26 公課費
　SideBooks基本料金・ライセンス料　1か月　33,000円(税込) 10 需用費 25 寄附金

　　 13 使用料及び賃借料 99 99 予備費
　今回の補正はデーター増量分2か月計上　49,500円×2カ月＝99,000円 12 委託料 27 繰出金

２．根拠法令 15 原材料費 合　計 99 99
　地方自治法第６章議会（第89条～第138条）

14 工事請負費

３．用地の状況

　湯梨浜町議会委員会条例、湯梨浜町議会会議規則 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

５．本年度の計画効果

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり(情報公開の推進)

　【一般財源】　99千円

補助金等の名称

６．財源の説明

01款 01項 01目 001000000事業 議会経常管理費

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額
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款 01 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

議会費 項 議会費 01 議会費 所属 0101011200-0000 議会事務局

事業

0011 議会臨時管理費 (簡略番号：000073) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △3,872 6,160 2,288 2,288

財
源
内
訳

国庫支出金 △3,872 6,160 2,288
県支出金

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 4. 6.21～令 5. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 議会費 一般財源

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　・議員控室マイクシステム設備更新 02 給料 17 備品購入費

　(予算額)6,160,000円-(確定額)2,288,000円＝(不用額)3,872,000円 05 災害補償費 20 貸付金
　・設備更新が完了し事業費が確定したことによる請差分の減額。 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

３．用地の状況 09 交際費 24 積立金
08 旅費 23 投資及び出資金

４．基本計画との関連 11 役務費 26 公課費
10 需用費 25 寄附金

13 使用料及び賃借料 予備費
　【第４次総合計画】未来を創造する先駆的な町づくり 12 委託料 △3,872 △3,872 27 繰出金

　【本年度の計画】 15 原材料費 合　計 △3,872 △3,872
　・議員控室のマイク音響設備をデジタル機器に変更し席ごとにマイクを設置する。

５．本年度の計画効果 14 工事請負費

　・音響設備をデジタルに更新することにより、各席にマイク設備の設置が可能となり、マ
　イク共用による飛沫感染の予防とインターネット配信の音質の向上を図るものである。

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【事業効果】 国庫支出金 14020101241 新型コロナウイルス感染症対応 △3,872

　【国庫支出金】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　△3,872千円
６．財源の説明

補助金等の名称 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

01款 01項 01目 001100000事業 議会臨時管理費

補助基本額 2,288 補助率 100.0% 補助金額 2,288

実施
計画

実施計画
計 上 額



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 01 一般管理費 所属 0101010100-0000 総務課

事業

0110 総務一般管理経常経費 (簡略番号：000458) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,228 81,175 84,403 40,889 43,515

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 2,147 2,147

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 1,630 1,630
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 3,228 77,398 80,626

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　庁舎、公用車等の維持管理及び庁舎内での事務を遂行するためのコピー機 02 給料 17 備品購入費
　等の機器類の借上料、通信運搬費、人件費等の支払い。　　　　　　　　　　　　　　 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　　燃料価格の高騰による電気料金単価の上昇と換気を行ないながらの空調運転、ワクチン 05 災害補償費 20 貸付金
　接種会場での空調使用等による電力使用量の増加により、光熱水費の増額補正が必要とな 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　ったもの。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 3,228 3,228 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

４．基本計画との関連 14 工事請負費
　【第４次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（効率的な行政運営の推進） 15 原材料費 合　計 3,228 3,228

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【本年度の計画】
　　役場施設の維持管理、建物共済への加入及び警備等による庁舎の適切な管理を行う。ま
　た、光熱水費、事務機器、公用車等の一元管理、公用車の維持管理等を行う。
　【事業の効果】
　　換気による感染症予防を徹底しながら、適切な庁舎管理を行う。

02款 01項 01目 011000000事業 総務一般管理経常経費

６．財源の説明
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　  3,228千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助金等の名称

02款 01項 05目 011100000事業 財産管理臨時経費

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

　【一般財源】132,959千円

　用を図ることができる。
　

６．財源の説明

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 132,959 132,959

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

５．本年度の計画効果
　【事業の効果】
　　旧北溟中学校跡地の北栄町の土地の持ち分を本町が取得することで、この跡地の有効活

　算計上する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

132,959
節 補正要求 補正査定 節 補正要求

01 報酬 16 公有財産購入費 132,959
02 給料 17 備品購入費

２．根拠法令

３．用地の状況
　　東伯郡湯梨浜町大字田後字三ノ坪745番地　外42筆
　　47,737㎡の内、本町の持ち分3分の2、北栄町の持ち分3分の1

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（公共施設の跡地利用）

224 133,236

財
源
内
訳

国庫支出金

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費

　　土地購入費　132,959千円

05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 132,959 500 133,459

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要及び必要性】
　　旧北溟中学校跡地の土地所有権は、本町が3分の2、北栄町が3分の1となっている。今後
　、この跡地の有効活用を図り、地域の発展に資するためにも、北栄町の土地の持ち分3分
　の1を取得する。
　【補正の内容】
　　本町と北栄町が締結した覚書（令和3年6月1日付）により、算出した用地売買代金を予

補正査定

県支出金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0111 財産管理臨時経費 (簡略番号：001042) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 132,959 500 133,459

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 05 財産管理費 所属 0101011100-0000 総務課（財務管財）



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 企画課

事業

0115 地方路線バス維持事業 (簡略番号：001296) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 6,650 8,259 14,909 375 14,535

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

200
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債 200

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 6,650 8,059 14,709

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 6,650 6,650
　路線バス運行の赤字補てんのため、運行事業者に補助金を交付するもの。 02 給料 17 備品購入費

　赤字額が年度当初の見込みより増加したことに伴う補助金の増額補正である。 05 災害補償費 20 貸付金
　燃料費の上昇およびコロナ禍の影響によるバス事業の低迷等により、路線バス運行に係る 04 共済費 19 扶助費

　■国庫補助路線維持費補助金　6,630,317円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　　　　　　　②小浜-はわい温泉・清谷・倉吉駅・西倉吉町-西倉吉 09 交際費 24 積立金
　《運行系統名》①西倉吉-倉吉駅・清谷・長瀬東口-石脇車庫 08 旅費 23 投資及び出資金

　■単町補助路線維持費補助金 18,707円 11 役務費 26 公課費
　　　　　　　　③西倉吉-倉吉パークスクエア・倉吉駅・松崎-北方入口 10 需用費 25 寄附金

13 使用料及び賃借料 予備費
　　《運行系統名》北方入口－石脇車庫 12 委託料 27 繰出金

　（国）地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱 15 原材料費 合　計 6,650 6,650
　（町）湯梨浜町補助金等交付規則・湯梨浜町高齢者定期券購入費助成要綱

２．根拠法令 14 工事請負費

４．基本計画との関連

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況

　補助する。（国庫補助対象路線3路線、単独路線1路線）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（交通環境の充実）

02款 01項 06目 011500000事業 地方路線バス維持事業

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明
　【一般財源】6,650千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

　【事業の効果】
　住民生活に必要な公共交通であるバス路線を維持し、地域交通の利便性向上を図ることが
　できる｡ 補助金等の名称

　令和3年10月1日から令和4年9月30日までの路線バスの運行実績に応じて日本交通㈱に

-5-
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

区　　分 今回補正額 補正前の額

県支出金

補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

16,257 35 16,292 35 16,257
国庫支出金

0123 湯梨浜町土地開発公社事業 (簡略番号：001319)
事 業 費

総務費 項

１．事業の概要と必要性 補正要求 補正査定 補正要求 補正査定節 節

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　湯梨浜町土地開発公社の経営健全化のため、運営等に対し負担を行う。 02 給料 17 備品購入費

財
源
内
訳

継続 臨･経 臨時

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 16,257 35 16,292

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 地方債

　土地開発公社の経営健全化のため、分譲地の早期売却を図るよう、価格の引き下げによる 04 共済費 19 扶助費

　今年度、公社が売却した磯泙団地2区画に係る簿価と販売価格との差額について、補てん 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　営に影響を与えないためには、町による補てんが必要である。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金 16,257 16,257

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

　を行うもの。 08 旅費 23 投資及び出資金

　 11 役務費 26 公課費
　磯泙団地　2区画分の町補填金　16,257千円 10 需用費 25 寄附金

　販売促進を行っている。これにより生じる簿価と販売価格の差額が、赤字となって公社経 05 災害補償費 20 貸付金

12 委託料 27 繰出金

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　■公有地の拡大の推進に関する法律 14 工事請負費
　■土地開発公社経理基準要綱 15 原材料費 合　計 16,257 16,257

　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金

４．基本計画との関連

　図られるとともに、売却益と補てん金を公社借入金の償還原資として、早期に町借入金の
　返済がなされる。

　【補正による事業の効果】
　売却した分譲地に係る簿価と販売価格との差額を補てんすることで、公社の健全な運営が

２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 予備費

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 企画課

事業

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

計 上 額

02款 01項 06目 012300000事業 湯梨浜町土地開発公社事業

　 補助金等の名称

実施計画

６．財源の説明
　【一般財源】　16,257千円

５．本年度の計画効果



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

0276 若者夫婦・子育て世代住宅支援事業 (簡略番号：035312) 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

7,232 25,300 32,532 18,524 14,008

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 企画課

事業

区　　分
事 業 費
国庫支出金

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 補正要求 補正査定 補正要求 補正査定

未設定 その他
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 地方債 △1,900 8,700 6,800

　築・購入するための経費を補助し、住環境づくりの支援及び若者の定住促進を図る。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 7,232 7,232
　夫婦のいずれかが35歳以下、または中学生以下の子ども２人以上を養育する世帯が住宅新 02 給料 17 備品購入費

財
源
内
訳

継続 臨･経 臨時
経費区分 経常的経費 事業の種類

県支出金

　（ただし、国が規定する中山間地域　補助率6/100　補助金上限600千円） 05 災害補償費 20 貸付金
　■住宅新築・購入　補助率5/100　補助金上限500千円 04 共済費 19 扶助費

　【補正の必要性】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　■土地開発公社分譲地への新築　補助率10/100　補助金上限1,000千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　助金の増額が必要となることから補正を行うものである。 09 交際費 24 積立金
　当該補助金の交付件数が当初の想定（47件）より増加する見込みであり、それに伴って補 08 旅費 23 投資及び出資金

11 役務費 26 公課費
　※今年度の交付件数の見込み　59件（羽合40件、東郷15件、泊4件） 10 需用費 25 寄附金

２．根拠法令
　湯梨浜町若者夫婦・子育て世代住宅支援事業補助金交付要綱

15 原材料費 合　計 7,232 7,232

　 13 使用料及び賃借料

４．基本計画との関連

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況 地方債 21010102010 過疎対策事業債（若者夫婦・子 △1,900

　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅲ町民みんなが創るまち（移住定住の促進）

６．財源の説明
　【地方債】過疎対策事業債　△1,900千円
　【一般財源】9,132千円

　【事業の効果】
　若者・子育て世代の定住を促進するとともに、県内外から地域を支える人材の呼び込みを
　図ることができる。

５．本年度の計画効果

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

節 節

予備費
14 工事請負費

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 9,132 16,600 25,732

　　補助金　7,232千円 12 委託料 27 繰出金
　【補正の内容】

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

02款 01項 06目 027600000事業 若者夫婦・子育て世代住宅支援事業

　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（移住定住の推進）
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款 02 01 目

大
中
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 補正要求 補正査定 補正要求 補正査定

未設定 その他 224 22,392 22,616
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 地方債

節 節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

　を活用して、地域内電話・同報FAX等を用いた町内の情報連絡体制の運営・維持管理等を 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　湯梨浜町情報環境基盤整備事業で整備した光ファイバーネットワーク・各センター設備 02 給料 17 備品購入費

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　行うものである。 04 共済費 19 扶助費

　が生じる見込みとなっている。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　今年4月から9月までの新規引込等の工事実績が当初の見込みより増加しており、予算不足 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　新規引込等に要する経費　2,560千円 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

11 役務費 26 公課費
10 需用費 2,560 2,560 25 寄附金

４．基本計画との関連
15 原材料費 合　計 2,560 2,560

13 使用料及び賃借料
３．用地の状況

予備費
14 工事請負費

　湯梨浜町光ファイバーネットワーク施設の設置及び管理に関する条例 12 委託料 27 繰出金
２．根拠法令

実施
計画

５．本年度の計画効果 負担金 12020101204 ゆりはまネット移設負担金 177
　【事業の効果】 諸収入 20050302496 ゆりはまネット障害復旧費 157

　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり(情報通信環境の充実) 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
負担金 12020101203 ゆりはまネット加入金 △110

　②町内全域で超高速インターネットの利用が可能となり、情報通信環境を充実させること
　ができる。

　①音声告知機を区や各種団体の連絡手段として活用することにより、地域コミュニティの
　維持・醸成を図ることができる。

　　　　　　ゆりはまネット移設負担金　　　177千円
　【諸収入】ゆりはまネット障害復旧費　　　157千円
　【一般財源】2,336千円

６．財源の説明
　【負担金】ゆりはまネット加入金　　　　△110千円

02款 01項 11目 022000000事業 ゆりはまネット経常経費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

総務費 項 総務管理費 11 ＣＡＴＶ費 所属 0101010800-0000 企画課

事業

区　　分
事 業 費

財
源
内
訳

継続 臨･経
経費区分 経常的経費 事業の種類

県支出金
国庫支出金

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 2,336 31,557 33,893

0220 ゆりはまネット経常経費 (簡略番号：001995) 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

2,560 53,949 56,509 15,204 41,306

実施計画
計 上 額



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

節 節

3,763 32,698
0110 ハワイアロハホール経常経費 (簡略番号：002187) 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

36,461 20,448

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　料費及び光熱水費の増額 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　②空調設備及び自家発電設備の稼働に必要なＡ重油の単価及び電気料金の高騰等に伴う燃 05 災害補償費 20 貸付金

１．事業の概要と必要性 補正要求 補正査定 補正要求 補正査定

継続 臨･経 経常 地方債
県支出金

　ハワイアロハホールの適切な維持管理を実施する。 02 給料 17 備品購入費
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

　②需用費：3,356千円（燃料費(Ａ重油代)1,385千円、光熱水費(電気料金)1,971千円） 10 需用費 3,356 3,356 25 寄附金
　①共済費：　407千円（会計年度任用職員共済組合負担金） 09 交際費 24 積立金

27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

　①会計年度任用職員共済組合負担金の増額 04 共済費 407 407 19 扶助費

２．根拠法令 12 委託料
　ハワイアロハホールの設置及び管理に関する条例

11

　【諸収入】社会福祉協議会事務室電気代等　　 27千円

　管理を行う。
　【事業の効果】
　施設の維持管理を適切に行うことにより、町民の文化活動等の拠点を整え、文化活動への

　【本年度の計画】
　地域文化の拠点であり、また、緊急時には避難所となるハワイアロハホールの適切な維持

　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（文化、伝統、豊かな自然 使用料 13010101201

６．財源の説明
　【使用料】アロハホール施設等使用料　　　1,020千円
　【諸収入】ながせこども園電気代　　　　  　752千円

アロハホール施設等使用料 1,020
　の継承と再発見） 諸収入 20050302238 ながせこども園電気代 752

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金
　　　以上の理由から、増額補正を行うものである。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

役務費 26 公課費

16,014
国庫支出金

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 1,799 6,840 8,639

総務費 項 総務管理費 13 ハワイアロハホール費 所属 0101010800-0000 企画課

事業

区　　分
事 業 費

財
源
内
訳

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 1,964 25,858 27,822

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続

　参加等を促進することができる。

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

３．用地の状況
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 3,763

諸収入 20050302239 社会福祉協議会事務室電気代等 27
５．本年度の計画効果

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

3,763

02款 01項 13目 011000000事業 ハワイアロハホール経常経費

実施
計画

実施計画
計 上 額　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　1,964千円

-9-



-10-

款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 15 諸費 所属 0101010900-0000 みらい創造室

事業

0047 国庫支出金返還金（みらい創造室） (簡略番号：043798) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 272 33 305 32 274

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 272 272
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 33 33

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　令和2年度に交付を受けた新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の一部を国 02 給料 17 備品購入費
　庫に返納するものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　高齢者応援事業において、町商工会が発行する商品券を町が購入し、75歳以上の高齢者に 05 災害補償費 20 貸付金
　マスクと併せて配布したが、配布した商品券のうち未換金の部分については、交付金によ 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　る効果を得られていないため、当該部分に充当していた交付金について返還する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料 272 272
08 旅費 23 投資及び出資金

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 10 需用費 25 寄附金
　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金交付要綱 11 役務費 26 公課費

12 委託料 27 繰出金
３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 272 272

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【本年度の計画】 諸収入 20050302702 商品券返還金 272
　鳥取県に対して返還を申請し、返還命令に従って速やかに返還する。
　【事業の効果】
　国庫支出金の適正な執行に資する。

６．財源の説明
　【諸収入】商品券返還金　272千円

02款 01項 15目 004700000事業 国庫支出金返還金（みらい創造室）

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 2,000 2,000
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △1,227 3,686 2,459

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　生涯活躍のまち構想に基づき、官民連携による移住促進や関係人口増加のため予定してい 02 給料 17 備品購入費
　たサマースクール事業を感染拡大防止のため中止としたため関連経費の減額補正を行う。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　8月に計画していたとまりサマースクールについて、募集時期の7月に新型コロナウイルス 05 災害補償費 20 貸付金
　感染第7波の影響を受けて中止としたため、委託業務費の減額に伴い予算の減額補正を行 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　うものである。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金
　関係人口交流体験プログラム業務委託料▲2,455千円 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　地域再生法 12 委託料 △2,455 △2,455 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △2,455 △2,455
４．基本計画との関連
　【町総合計画】安全で住みやすいまちづくり（移住定住の推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅱ　安心して暮らせるまち（地域福祉の推進） 国庫支出金 14020101238 地方創生推進交付金 △1,228
　　　　　　　　　　　基本目標Ⅲ　町民みんなが創るまち（移住定住の推進）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　8月に計画していたとまりサマースクールは中止としたが、首都圏住民の閲覧実績が高い
　ネットニュースサイトにおいて泊地区を中心とした関係人口構築のための情報発信に取り
　組んだ。その他9月にオンラインセミナー、11月にオンラインツアー、1月、2月に東京、
　大阪での現地セミナー、3月に本町への現地ツアーを開催し、都市圏住民の移住促進と関
　係人口構築を図る。

６．財源の説明 補助金等の名称 地方創生推進交付金
　【国庫支出金】地方創生推進交付金 　　　 ▲1,228千円 補助基本額 △2,455 補助率 50.0% 補助金額 △1,228
　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　▲1,227千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 16目 000100000事業 生涯活躍のまち推進事業（地方創生推進）

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 16 地方創生推進交付金事業 所属 0101010900-0000 みらい創造室

事業

0001 生涯活躍のまち推進事業（地方創生推進） (簡略番号：036281) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △2,455 11,078 8,623 1,628 6,996

財
源
内
訳

国庫支出金 △1,228 5,392 4,164
県支出金

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時

-11-
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款 02 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 03項 01目 028300000事業 マイナンバーカード事務

　

６．財源の説明 補助金等の名称 個人番号カード交付事務費補助金交付要綱
　【国庫支出金】 1,353千円　【一般財源】5千円 補助基本額 1,353 補助率 100.0% 補助金額 1,053

実施
計画

実施計画
計 上 額

　マイナンバーカード事務に従事する補助員の配置。消耗品の購入及びオンライン申請用端
　末機の増設
　【補正の効果】
　本町のカード取得率は、R4.10.2日現在、43.7％（申請率は56.9％）であり、国の普及計
　画であるR5.3月末100％の半数程度に留まっている。こういった現状を解消し、カード普
　及の促進の媒体となる電子申請ツールを最大限に活用し、DX社会の構築を図る。
　

４．基本計画との関連 14 工事請負費
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（効率的な行政運営の推進） 15 原材料費 合　計 1,358 1,358
　

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果 国庫支出金 14020101244 個人番号カード交付事務費 1,353
　【補正の計画】

　　 10 需用費 335 335 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 23 23 予備費

　マイナンバーカード取得率を上げることにより、DX社会の構築推進に努める。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 43 43 23 投資及び出資金
　行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 09 交際費 24 積立金

　急増しているマイナンバーカードの申請及び交付事務を円滑に行うため、役場窓口におけ 02 給料 17 備品購入費
　る補助員の配置、事務に必要な物品の購入及びオンライン申請用端末機（タブレット端末 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　）の増設を行う。 04 共済費 141 141 19 扶助費
　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－戸籍・住民基本台 一般財源 5 1 6

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 816 816 16 公有財産購入費

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

総務費 項 戸籍住民基本台帳費 01 戸籍住民基本台帳費 所属 0101010400-0000 町民課

事業

0283 マイナンバーカード事務 (簡略番号：041792) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,358 5,580 6,938 2,638 4,301

財
源
内
訳

国庫支出金 1,353 5,579 6,932
県支出金

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0030 町社会福祉協議会補助金 (簡略番号：004514) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 688 19,582 20,270 18,000 2,270

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

1,300
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 6,000 6,000
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債 700 600

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 △12 12,982 12,970

　業を町社協が行う際の職員の経費及びつわぶき荘の修繕費等を補助するものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 688 688
　　町地域福祉推進計画に関連した地域福祉事業、住民ニーズに応じた地域福祉活動支援事 02 給料 17 備品購入費

　　➀つわぶき荘の冷却水配管更新工事を予定しているが、材料費等の高騰により不足が生 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

　　②工事に伴いアスベスト除去工事が必要であるため増額補正する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　じる見込みのため増額補正する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　補助金　688千円 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
10 需用費 25 寄附金

13 使用料及び賃借料 予備費
　社会福祉法、湯梨浜町社会福祉協議会補助金交付要綱 12 委託料 27 繰出金

15 原材料費 合　計 688 688
４．基本計画との関連

３．用地の状況 14 工事請負費

５．本年度の計画効果

　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【湯梨浜町地域福祉推進計画（湯梨浜町地域福祉計画・湯梨浜町地域福祉活動計画）】 地方債 21010201005 過疎対策事業債（町社協つわぶ 700

　アスベスト除去工事部分については、H25年度に町からつわぶき荘を無償譲渡した経緯に
　より全額補助する。

　【本年度計画】
　　つわぶき荘冷却水配管更新工事の全体経費の地域福祉に使用する部分23％を助成する。

　業を、行政と連携しながら展開することにより、地域福祉活動全体の充実が期待できる。

６．財源の説明 補助金等の名称

　【事業効果】
　　少子高齢化や核家族化など社会情勢の変化により生じた多様な福祉ニーズに対応した事

03款 01項 01目 003000000事業 町社会福祉協議会補助金

　【地方債】過疎債700千円　【一般財源】△12千円 補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額
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款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0275 生活困窮者住居確保給付金 (簡略番号：034310) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 572 858 1,430 487 944

財
源
内
訳

国庫支出金 643 643
県支出金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】平成27年4月1日から施行された「生活困窮者自立支援法」に基づく必須事 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 572 215 787

　に対し支給する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　業である住居確保給付金を、離職、減収等により住宅を失う可能性のある生活困窮者等 02 給料 17 備品購入費

　　なくなるおそれのある生活困窮者の相談が多くなっており、増額補正が必要になった。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】突然の病気や失業で、住居を失い最低限度の生活を維持することができ 04 共済費 19 扶助費 572 572

　　10月までの実績から、年間での必要な経費を見込んで算出したものである。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

09 交際費 24 積立金
　　支出見込額1,430千円－予算額858千円＝補正額572千円 08 旅費 23 投資及び出資金

　生活困窮者自立支援法 11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 27 繰出金

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 572 572
　【湯梨浜町第4次総合計画】

14 工事請負費

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

　　共に支え合う町民が主役のまちづくり（低所得者福祉の充実） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　　7世帯　1,430,000円
　【事業の効果】

　・住居確保給付金として離職により住宅を失った生活困窮者等に対し、最大９か月分の家
　賃相当の給付金を支給する。

６．財源の説明
　【国庫負担金】　本来3/4国庫負担だが、今回補正分無し、翌年度精算 補助金等の名称 生活困窮者自立相談支援事業負担金

　　離職等により経済的に困窮し、住居を失った者に対し、住居確保給付金を支給すること
　　により、安定した住居の確保と就労自立を図る。

03款 01項 01目 027500000事業 生活困窮者住居確保給付金

　【一般財源】　　572千円 補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

一般財源

民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0285 生活困窮者自立支援金支給事業 (簡略番号：042555) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 930 3,252 4,182 1,960 2,223

財
源
内
訳

国庫支出金 930 3,251 4,181
県支出金

1 1
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　げるため、３か月間この支援金を支給する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　・資産要件　預貯金が収入要件の6倍以下(ただし100万円以下) 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　　　　　　宅扶助基準額の合計額を超えないこと。 05 災害補償費 20 貸付金

新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

　る生活困窮世帯に対して、その生活費を支え、就労あるいは円滑に生活保護の受給へつな 02 給料 17 備品購入費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】新型コロナウィルス感染症の影響により生活福祉資金の特例貸付を受けてい 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分補助事業 目的区分 民－社会福祉費

　・求職等要件　①月1回以上、自立相談支援機関の面接等の支援を受ける 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　・支給額(月額)　1人世帯6万円、2人世帯8万円、3人以上世帯10万円 10 需用費 30 30 25 寄附金
　　　　　　　　③月1回以上、求人先へ応募を行う又は求人先の面接を受ける 09 交際費 24 積立金

　・収入要件　申請時の世帯全員の収入が、市町村民税均等割非課税相当の収入の1/12と住 04 共済費 19 扶助費 900 900

　・支給期間　3か月、条件を満たせば再支給3か月間あり　　・申請期間　R4.12月末まで 11 役務費 26 公課費

　である求職活動要件が緩和され、申請期限がR4.12月末まで延長されたため 14 工事請負費
　新型コロナウイルス感染症の影響により収入減となった者に対する自立支援金の支給要件 13 使用料及び賃借料 予備費

　　　　　　　　②月1回以上、公共職業安定所で職業相談等を受ける 08 旅費 23 投資及び出資金

　【本年度の計画効果】

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
２．根拠法令 国庫支出金 14020201415 新型コロナウイルス感染症セー 930

３．用地の状況

　生活困窮者自立支援法

　・支給見込　1人世帯　　　60,000円×15か月（3世帯）＝　900,000円
　　　　　　　2人世帯　　　80,000円×10か月（3世帯）＝　800,000円 補助金等の名称 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金
　　　　　　　3人以上世帯 100,000円×24か月（6世帯）＝2,400,000円　計 4,100,000円 補助基本額 930 補助率 100.0% 補助金額 930
　・自立支援金を給付することにより、当面の生活費を支えることができる。

実施
計画

実施計画
６．財源の説明 計 上 額
　【国庫補助金】930千円
　

03款 01項 01目 028500000事業 生活困窮者自立支援金支給事業

５．本年度の計画効果

４．基本計画との関連
　【第4次湯梨浜町総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり

　【補正の内容】 15 原材料費 合　計 930 930
　事業費　900千円、事務費　30千円

　【補正の必要性】 12 委託料 27 繰出金
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款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続

県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分

現年 7号補正 （単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 03 老人センター東湖園費 所属 0101014200-0000 長寿福祉課

事業

0115 老人センター東湖園臨時経費 (簡略番号：034065) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 581 1,170 1,751 411 1,341

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計

目的区分 民－老人福祉費 一般財源 81 895 976

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　施設・設備の老朽化が進行しているため、必要箇所の修繕等を実施する。 02 給料 17 備品購入費

財
源
内
訳

国庫支出金 275 275

500新規 臨･経 臨時 地方債 500

　内に水滴を含み漏電の可能性もあることから、利用者の安全を確保するため照明器具を 05 災害補償費 20 貸付金
　　東湖園男女浴室の照明について、経年劣化により点灯しない箇所があり、また、器具 04 共済費 19 扶助費

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　取替え事故を防止するものである 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

09 交際費 24 積立金
　　581千円（照明器具：18台分）を増額補正するもの 08 旅費 23 投資及び出資金

　○湯梨浜町立老人福祉センター設置及び管理条例 11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 27 繰出金

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 581 581
　【第4次湯梨浜町総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり（福祉施策の推進）

14 工事請負費 581 581

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

　【第8次湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
地方債 21010201008 過疎対策事業債（老人センター 500

　○工事請負費　
　　・東郷デイサービスセンター雨樋防水等工事　

　○修繕費　
　　・東湖園駐車場区画線設置工事　

　　施設・設備の修繕等を実施することにより、利用者に安全かつ快適なサービスを提供す
　ることができる。

補助金等の名称

　　・東湖園男女浴室照明器具取替工事
　【事業の効果】

03款 01項 03目 011500000事業 老人センター東湖園臨時経費

６．財源の説明 補助基本額 補助率 補助金額
　【地方債】過疎対策事業債（老人センター東湖園修繕事業）500千円
　【一般財源】81千円

実施
計画

実施計画
計 上 額



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 05 障がい者福祉費 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0016 自立支援給付費 (簡略番号：005510) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 11,617 365,004 376,621 215,527 161,095

財
源
内
訳

国庫支出金 5,809 182,501 188,310
県支出金 2,905 91,250 94,155

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 2,903 91,253 94,156

　て事業所に支払うものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　障害者総合支援法による障害福祉サービス利用にかかる利用者負担を除いた給付費とし 02 給料 17 備品購入費

　　・上半期の利用実績に基づく各サービスの年間利用量の見直し。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費 11,617 11,617

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　・10月以降の障害福祉サービス報酬改定（ベースアップ等支援加算）の反映　 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

09 交際費 24 積立金
　　所要額見込　376,620,495円　- 予算現額365,004千円　≒補正額　11,617千円 08 旅費 23 投資及び出資金

　障害者総合支援法 11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 27 繰出金

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 11,617 11,617
　【第４次総合計画】共に支え合い笑顔いっぱいのまちづくり（福祉施策の推進）

14 工事請負費

　【本年度の計画効果】 都道府県支出金 15010202012 自立支援給付費負担金 2,905
　　上半期の利用実績は185,697,538円で、下半期も概ね同水準で推移すると見込み、各サ

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果 国庫支出金 14010101021 自立支援給付費負担金 5,809

　　補正後事業費　376,621千円

　ービス毎に利用量を見直す。また10月以降の報酬改定（ベースアップ等支援加算）を
　反映させる。

　【県負担金】　　2,905千円
　【一般財源】　　2,903千円
　 補助金等の名称 自立支援給付費負担金

６．財源の説明
　【国庫支出金】　5,809千円

03款 01項 05目 001600000事業 自立支援給付費

補助基本額 11,617 補助率 75.0% 補助金額 8,714

実施
計画

実施計画
計 上 額
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款 03 01 目

大
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 05 障がい者福祉費 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0056 コーディネート機能強化事業 (簡略番号：044010) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,100 2,100 2,100

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 1,000 1,000

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 768 768
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 332 332

　る際の初期経費の一部を補助することによって、障がい児者の円滑な福祉サービス利用を 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 2,100 2,100
　　町内の障害福祉サービスの相談支援事業所が、相談支援専門員を新規、追加で設置す 02 給料 17 備品購入費

　を行う。また県内の他市町村が行う同事業にかかる補助金交付のうち、本町利用者分の負 05 災害補償費 20 貸付金
　促進する。人員配置をした2事業所に対し、それぞれ100万円を上限に1年間の人件費補助 04 共済費 19 扶助費

　【補正の必要性】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　担を行う。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　事業所より本事業を活用した相談支援専門員の増員意向があったため、町による事業所支 09 交際費 24 積立金
　　令和4年6月10日付鳥取県保健部長通知により県要綱の制定が通知され、町内の相談支援 08 旅費 23 投資及び出資金

　【補正の内容】 11 役務費 26 公課費
　援を行う。 10 需用費 25 寄附金

13 使用料及び賃借料 予備費
　　補助金　2,000千円　　　負担金　100千円 12 委託料 27 繰出金

　障害者総合支援法、県障害福祉サービス利用コーディネート機能強化事業補助金交付要綱 15 原材料費 合　計 2,100 2,100
２．根拠法令 14 工事請負費

４．基本計画との関連 負担金 12020202003 コーディネート機能強化事業市 768
　【第４次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
都道府県支出金 15020203401 コーディネート機能強化事業補 1,000

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

　【湯梨浜町障がい者計画】【湯梨浜町障がい福祉計画】

　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　332千円

　　補助金　1,000千円×2事業所＝2,000千円　　　負担金　倉吉市分ほか　100千円
　【事業の効果】
　　相談支援専門員の増員により計画相談支援体制が充実することで、円滑な障害福祉サー 補助金等の名称 障害福祉サービス利用コーディネート機能強化事業補助金

　　相談支援専門員の新規、追加設置を行った事業所を運営する社会福祉法人等2事業者に
　対し、それぞれ100万円を上限に、初期経費の人件費を助成する。

03款 01項 05目 005600000事業 コーディネート機能強化事業

　ビスの利用に繋がる。 補助基本額 2,000 補助率 50.0% 補助金額 1,000

６．財源の説明
実施
計画

実施計画
　【県支出金】　コーディネート機能強化事業補助金　　　1,000千円 計 上 額
　【負担金】　　コーディネート機能強化事業市町村負担金　768千円　



款 03 02 目
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0016 とうごうこども園運営経常経費 (簡略番号：033976) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,802 70,479 72,281 40,262 32,020

財
源
内
訳

国庫支出金 35 35
県支出金 43 3,475 3,518

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 12,021 12,021
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 1,759 54,948 56,707

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰 01 報酬 1 1 16 公有財産購入費
　の影響により増額した経費等の補正を行う。 02 給料 17 備品購入費
　【補正の必要性】継続してこども園の管理運営を行うため必要である。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の内容】需用費1,200千円（電気代の燃料費調整単価の上昇に伴う増額補正） 04 共済費 577 577 19 扶助費
　役務費24千円（体調不良時の保護者連絡等の通信運搬費の増額補正） 05 災害補償費 20 貸付金
　共済費577千円（会計年度任用職員共済組合負担金の年金率の変更に伴う増額補正） 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金
　子ども子育て支援法、児童福祉法、町立こども園の設置及び管理に関する条例、同管理運 09 交際費 24 積立金
　営に関する規則 10 需用費 1,200 1,200 25 寄附金

11 役務費 24 24 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金
　町有地（行政財産） 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 1,802 1,802
　【第４次総合計画】「志をもって共に学び、明日を拓くひとづくり」（幼児教育の充実）
　「共に支え合う町民が主役のまちづくり」（福祉施策の推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第２期子ども・子育て支援事業計画】「子育てをしているすべての家庭を支える環境づ 都道府県支出金 15020206416 保育料無償化等子育て支援事業 43
　くり」（教育・保育の一体的提供）

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰
　の影響により増額した経費等の補正を行う。
　・共済費577千円、需用費（光熱水費）1,200千円、役務費（通信運搬費）24千円
　【補正の効果】継続してこども園の管理運営を行うことができる。

６．財源の説明
　【県支出金】43千円　【一般財源】1,759千円

補助金等の名称 鳥取県保育料無償化等子育て支援事業補助金
補助基本額 86 補助率 50.0% 補助金額 43

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 02項 02目 001600000事業 とうごうこども園運営経常経費
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款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0021 たじりこども園運営経常経費 (簡略番号：022055) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △6,615 66,723 60,108 33,054 27,055

財
源
内
訳

国庫支出金 73 73
県支出金 △289 2,388 2,099

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 11,502 11,502
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 △6,326 52,760 46,434

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰 01 報酬 1,848 1,848 16 公有財産購入費
　の影響により増額した経費等の補正を行うと共に、職員配置の現状（フルタイム職員の未 02 給料 △7,248 △7,248 17 備品購入費
　配置分を短時間勤務職員の配置に変更）に合わせた減額補正を行う。 03 職員手当等 △1,050 △1,050 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】継続してこども園の運営管理を行うため必要である。 04 共済費 △865 △865 19 扶助費
　【補正の内容】報酬1,848千円、給料△7,248千円、職員手当等△1,050千円、共済費△865 05 災害補償費 20 貸付金
　千円（フルタイム職員：当初予算計上時7人⇒現状4人）、需用費700千円（電気代高騰の 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　ため光熱水費の増額補正） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 700 700 25 寄附金
　子どもの子育て支援法、児童福祉法、湯梨浜町立認定こども園の設置及び管理に関する条 11 役務費 26 公課費
　例、同管理運営に関する規則 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費
　町有地(行政財産) 15 原材料費 合　計 △6,615 △6,615

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】「志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり」(幼児教育の充実） 都道府県支出金 15020206416 保育料無償化等子育て支援事業 △289
　「共に支え合う 町民が主役の まちづくり」(福祉施策の推進）
　【第2期子ども・子育て支援事業計画】「子育てをしているすべての家庭を支える環境づ
　　くり」(教育・保育の一体的提供）

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰
　の影響により増額した経費等の補正を行うと共に、職員配置の現状（フルタイム職員の未
　配置分を短時間勤務職員の配置に変更）に合わせた減額補正を行う。
　・報酬1,848千円、給料△7,248千円、職員手当等△1,050千円、共済費△865千円、需用費
　（光熱水費）700千円
　【補正の効果】継続してこども園の管理運営を行うことができる。 補助金等の名称 鳥取県保育料無償化等子育て支援事業補助金
　 補助基本額 △578 補助率 50.0% 補助金額 △289

６．財源の説明
実施
計画

実施計画
　【県支出金】△289千円　【一般財源】△6,326千円 計 上 額

03款 02項 02目 002100000事業 たじりこども園運営経常経費



款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0046 はわいこども園運営経常経費 (簡略番号：031938) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,829 87,234 90,063 49,079 40,985

財
源
内
訳

国庫支出金 29 29
県支出金 606 3,740 4,346

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 13,230 13,230
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 2,223 70,235 72,458

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰 01 報酬 16 公有財産購入費
　の影響により増額した経費等の補正を行う。 02 給料 17 備品購入費
　【補正の必要性】継続してこども園の管理運営を行うため必要である。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の内容】需用費2,160千円（電気代の燃料調整費調整単価の上昇に伴う増額補正） 04 共済費 669 669 19 扶助費
　、共済費669千円（会計年度任用職員共済組合負担金の年金率の変更に伴う増額補正） 05 災害補償費 20 貸付金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

２．根拠法令 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　子ども子育て支援法、児童福祉法、町立認定こども園の設置及び管理に関する条例、同管 08 旅費 23 投資及び出資金
　理運営に関する規則 09 交際費 24 積立金
　 10 需用費 2,160 2,160 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金
　町有地（行政財産） 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 2,829 2,829
　【第4次総合計画】｢志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり｣（幼児教育の充実）
　｢共に支え合う 町民が主役の まちづくり｣（福祉施策の推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第2期子ども･子育て支援事業計画】｢子育てをしているすべての家庭を支える環境づく 都道府県支出金 15020206416 保育料無償化等子育て支援事業 606
　り｣(教育･保育の一体的提供)

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰
　の影響により増額した経費等の補正を行う。需用費（光熱水費）2,160千円、共済費669千
　円。
　【補正の効果】継続してこども園の管理運営を行うことができる。
　

６．財源の説明
　【県支出金】606千円【一般財源】2,223千円 補助金等の名称 鳥取県保育料無償化等子育て支援事業補助金

補助基本額 1,212 補助率 50.0% 補助金額 606

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 02項 02目 004600000事業 はわいこども園運営経常経費
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款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0051 あさひこども園運営経常経費 (簡略番号：006862) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △8,183 40,213 32,030 16,861 15,170

財
源
内
訳

国庫支出金 26 26
県支出金 91 1,664 1,755

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 3,994 3,994
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 △8,274 34,529 26,255

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰 01 報酬 1,141 1,141 16 公有財産購入費
　の影響により増額した経費等の補正を行うと共に、職員配置の現状（フルタイム職員の未 02 給料 △7,300 △7,300 17 備品購入費
　配置分を短時間勤務職員の配置に変更）に合わせた減額補正を行う。 03 職員手当等 △1,559 △1,559 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】継続してこども園の運営管理を行うため必要である。 04 共済費 △845 △845 19 扶助費
　【補正の内容】報酬1,141千円、給料△7,300千円、職員手当等△1,559千円、共済費△845 05 災害補償費 20 貸付金
　千円、旅費37千円（フルタイム職員：当初予算計上時6人⇒現状2人）、需用費330千円（ 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　電気代高騰のため光熱水費の増額補正）、役務費13千円（体調不良時の保護者連絡等の通 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　信運搬費の増額補正） 08 旅費 37 37 23 投資及び出資金
　 09 交際費 24 積立金

10 需用費 330 330 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 13 13 26 公課費
　子ども子育て支援法、児童福祉法、町立認定こども園設置及び管理に関する条例、同管理 12 委託料 27 繰出金
　運営に関する規則 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △8,183 △8,183
　町有地（行政財産）

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 都道府県支出金 15020206416 保育料無償化等子育て支援事業 91
　【第4次総合計画】｢志をもって 共に学び 明日を拓く まちづくり｣（幼児教育の充実）
　｢共に支え合い 笑顔いっぱいの まちづくり｣（福祉施策の推進）
　【第2期子ども･子育て支援事業計画】｢子育てをしているすべての家庭を支える環境づく
　り｣(教育･保育の一体的提供)
　【過疎地域持続的発展計画】｢子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増
　進｣(こども園整備事業)

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰
　の影響により増額した経費等の補正を行うと共に、職員配置の現状（フルタイム職員の未
　配置分を短時間勤務職員の配置に変更）に合わせた減額補正を行う。 補助金等の名称 鳥取県保育料無償化等子育て支援事業補助金
　【補正の効果】継続してこども園の管理運営を行うことができる。 補助基本額 182 補助率 50.0% 補助金額 91
　

実施
計画

実施計画
６．財源の説明 計 上 額
　【県支出金】91千円【一般財源】△8,274千円　　

03款 02項 02目 005100000事業 あさひこども園運営経常経費



款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0061 わかばこども園運営経常経費 (簡略番号：006971) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,021 34,348 33,327 19,291 14,037

財
源
内
訳

国庫支出金 55 55
県支出金 265 1,398 1,663

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 5,636 5,636
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 △1,286 27,259 25,973

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰 01 報酬 2,803 2,803 16 公有財産購入費
　の影響により増額した経費等の補正を行うと共に、職員配置の現状（フルタイム職員の未 02 給料 △3,435 △3,435 17 備品購入費
　配置分を短時間勤務職員の配置に変更）に合わせた減額補正を行う。 03 職員手当等 △545 △545 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】継続してこども園の運営管理を行うため必要である。 04 共済費 △221 △221 19 扶助費
　【補正の内容】報酬2,803千円、給料△3,435千円、職員手当等△545千円、共済費△221千 05 災害補償費 20 貸付金
　円、旅費27千円（フルタイム職員：当初予算計上時4人⇒現状2人）、需用費350千円（電 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　気代高騰のため光熱水費の増額補正） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　 08 旅費 27 27 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 350 350 25 寄附金
　子ども子育て支援法、児童福祉法 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町立認定こども園設置及び管理に関する条例・同管理運営に関する規則 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費
　町用地（行政財産） 15 原材料費 合　計 △1,021 △1,021

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】「志をもって 共に学び　明日を拓く ひとづくり」(幼児教育の充実) 都道府県支出金 15020206416 保育料無償化等子育て支援事業 265
　「共に支え合う 町民が主役のまちづくり」（福祉施策の推進）
　【第２期子ども子育て支援事業計画】「子育てをしているすべての家庭を支える環境づく
　り」（教育・保育の一体的提供）
　【過疎地域持続的発展計画】「子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増
　進」(こども園整備事業）

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰
　の影響により増額した経費等の補正を行うと共に、職員配置の現状（フルタイム職員の未
　配置分を短時間勤務職員の配置に変更）に合わせた減額補正を行う。
　・報酬2,803千円、給料△3,435千円、職員手当等△545千円、共済費△221千円、旅費27千 補助金等の名称 鳥取県保育料無償化等子育て支援事業補助金
　円、需用費（光熱水費）350千円 補助基本額 530 補助率 50.0% 補助金額 265
　【補正の効果】継続してこども園の管理運営を行うことができる。

実施
計画

実施計画
６．財源の説明 計 上 額
　【県支出金】265千円【一般財源】△1,286千円

03款 02項 02目 006100000事業 わかばこども園運営経常経費
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款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0066 まつざきこども園運営経常経費 (簡略番号：034170) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 216 29,566 29,782 15,853 13,930

財
源
内
訳

国庫支出金 43 43
県支出金 967 1,172 2,139

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 4,199 4,199
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 △751 24,152 23,401

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰 01 報酬 931 931 16 公有財産購入費
　の影響により増額した経費の補正を行うと共に、職員配置の現状（フルタイム職員の未配 02 給料 △1,312 △1,312 17 備品購入費
　置分を短時間勤務職員の配置に変更）に合わせた減額補正を行う。 03 職員手当等 △265 △265 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】継続してこども園の運営管理を行うため必要である。 04 共済費 335 335 19 扶助費
　【補正の内容】報酬931千円、給料△1,312千円、職員手当等△265千円、共済費335千円（ 05 災害補償費 20 貸付金
　フルタイム職員：当初予算計上時3人⇒現状2人）、需用費500千円（電気代高騰のため光 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　熱水費の増額補正）、役務費27千円（体調不良時の通信運搬費の増額補正）　 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 500 500 25 寄附金
　子どもの子育て支援法、児童福祉法、湯梨浜町立認定こども園の設置及び管理に関する条 11 役務費 27 27 26 公課費
　例、同管理運営に関する規則 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 216 216
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】「志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり」(幼児教育の充実） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　「共に支え合う 町民が主役の まちづくり」(福祉施策の推進） 都道府県支出金 15020206416 保育料無償化等子育て支援事業 967
　【第2期子ども・子育て支援事業計画】「子育てをしているすべての家庭を支える環境づ
　　くり」(教育・保育の一体的提供）

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】こども園管理運営に伴い新型コロナウイルス感染拡大防止対策・物価高騰
　の影響により増額した経費の補正を行うと共に、職員配置の現状（フルタイム職員の未配
　置分を短時間勤務職員の配置に変更）に合わせた減額補正を行う。
　【補正の効果】継続してこども園の管理運営を行うことができる。
　

６．財源の説明 補助金等の名称 鳥取県保育料無償化等子育て支援事業補助金
　【県支出金】967千円【一般財源】△751千円 補助基本額 1,934 補助率 50.0% 補助金額 967

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 02項 02目 006600000事業 まつざきこども園運営経常経費
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0068 教育・保育給付費負担金 (簡略番号：034501) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 17,739 24,579 42,318 17,221 25,098

財
源
内
訳

国庫支出金 3,571 10,712 14,283
県支出金 2,512 5,288 7,800

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 11,656 8,579 20,235

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】保護者の就労要件やニーズによって、他市町の公立保育所、認定こども園 01 報酬 16 公有財産購入費
　幼稚園に入園した児童に適切な教育･保育を提供するため、他市町の公立施設については 02 給料 17 備品購入費
　運営する市町村に、私立施設については運営する法人に教育･保育を委託するとともに、 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 17,739 17,739
　請求に基づいて国の基準額で算出した入園児童数分の施設型給付費を支払うもの。 04 共済費 19 扶助費
　【事業の必要性】子どもを産み育てやすい環境を整えるため、保護者の就労形態や社会環 05 災害補償費 20 貸付金
　境など、保護者や家庭の多様化･複雑化する教育･保育ニーズを的確に把握するとともに、 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　子どもに適切な教育･保育を提供することができる。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】転入等により当初見込み（当初予算計上時28人）より入園者数が15人増加 08 旅費 23 投資及び出資金
　したことに伴う経費の17,739千円増額補正を行う。 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　子ども･子育て支援法による施設型給付費、児童福祉法 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 17,739 17,739
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】｢共に支え合う 町民が主役の まちづくり｣（福祉施策の推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　｢志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり｣(幼児教育の充実) 国庫支出金 14010102201 教育・保育給付交付金 3,571
　【第2期子ども･子育て支援事業計画】｢子育てをしているすべての家庭を支える環境づく 都道府県支出金 15010203201 教育・保育給付費負担金 2,398
　り｣(教育･保育の一体的提供) 都道府県支出金 15020206416 保育料無償化等子育て支援事業 114

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】転入等により当初予算計上時より利用者が15人増加したことによる17,739
　千円の増額補正を行う。
　【補正の効果】管外施設を利用希望の保護者に対し、教育･保育が提供できる。
　

６．財源の説明
　【国庫負担金】3,571千円【県支出金】2,512千円【一般財源】11,656千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 02項 02目 006800000事業 教育・保育給付費負担金
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款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0090 広域入所委託料 (簡略番号：006559) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 23,612 31,064 54,676 26,982 27,695

財
源
内
訳

国庫支出金 10,158 15,212 25,370
県支出金 4,141 6,537 10,678

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 1,016 1,016
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 9,313 8,299 17,612

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】保護者の就労要件やニーズによって、他市町の私立保育所に入園した児童 01 報酬 16 公有財産購入費
　に適切な保育を提供するため、運営する法人に保育を委託するとともに、請求に基づいて 02 給料 17 備品購入費
　国の公定価格で算出した入園児童数分の運営費を支払うもの。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】子どもを産み育てやすい環境を整えるため、保護者の就労形態や社会環 04 共済費 19 扶助費
　境など、保護者や家庭の多様化･複雑化する教育･保育ニーズを的確に把握するとともに、 05 災害補償費 20 貸付金
　子どもに適切な保育を提供する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】転入等により当初見込み（23人）より入園者数が18人増加したことに伴う 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　委託料23,612千円の増額補正を行う。 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　子ども･子育て支援法による施設型給付費、児童福祉法 11 役務費 26 公課費

12 委託料 23,612 23,612 27 繰出金
３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 23,612 23,612
　【第4次総合計画】｢共に支え合う 町民が主役の まちづくり｣(福祉施策の推進)
　｢志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり｣(幼児教育の充実) 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第2期子ども･子育て支援事業計画】｢子育てをしているすべての家庭を支える環境づく 国庫支出金 14010102201 教育・保育給付交付金 10,158
　り｣(教育･保育の一体的提供) 都道府県支出金 15010203201 教育・保育給付費負担金 3,895

都道府県支出金 15020206416 保育料無償化等子育て支援事業 246
５．本年度の計画効果
　【補正の計画】転入等により当初見込み（23人）より入園者数が18人増加したことに伴う
　委託料23,612千円の増額補正を行う。
　【事業の効果】管外施設の利用を希望する保護者に対し、保育が提供できる。

６．財源の説明
　【国庫支出金】10,158千円【県支出金】4,141千円【一般財源】9,313千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 02項 02目 009000000事業 広域入所委託料



款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0091 太養保育園委託料 (簡略番号：006555) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △3,211 27,186 23,975 12,105 11,871

財
源
内
訳

国庫支出金 △2,851 13,662 10,811
県支出金 △1,273 5,927 4,654

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 726 726
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 913 6,871 7,784

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】太養保育園に入園した児童に適切な保育を提供するための経費として、年 01 報酬 16 公有財産購入費
　齢別入園人数に基づき、公定価格(内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額)で 02 給料 17 備品購入費
　示される額を負担する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】太養保育園に保育の実施を委託することによって、子どもを産み育てや 04 共済費 19 扶助費
　すい環境を整えるとともに、保護者の就労支援と子育て支援に対応する。多様化･複雑化 05 災害補償費 20 貸付金
　する保護者や家庭の保育ニーズを的確に把握しながら、民間施設として「全町幼保一体」 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　の基本理念に沿い、安心安全で適切な保育と年齢発達に応じた幼児教育を提供するため、 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　町及び町立認定こども園とより密接な連携を図って、保育実施にあたる。 08 旅費 23 投資及び出資金
　【補正の内容】転出や転園により当初見込み（15人）より入園者数が4人減少したことに 09 交際費 24 積立金
　伴う委託料の3,211千円の減額補正を行う。 10 需用費 25 寄附金

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 △3,211 △3,211 27 繰出金
　子ども･子育て支援法による施設型給付費、児童福祉法 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △3,211 △3,211

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】｢共に支え合う 町民が主役の まちづくり｣(福祉施策の推進) 国庫支出金 14010102201 教育・保育給付交付金 △2,851
　｢志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり｣（幼児教育の充実） 都道府県支出金 15010203201 教育・保育給付費負担金 △1,272
　【第2期子ども･子育て支援事業計画】｢子育てをしているすべての家庭を支える環境づく 都道府県支出金 15020206416 保育料無償化等子育て支援事業 △1
　り｣(教育･保育の一体的提供)

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】太養保育園に入園する児童の保育を委託し、公定価格で示される額で算
　出した経費を、請求に基づき委託料を交付する。
　（令和4年度児童数　令和4年10月1日現在　計11人
　(0歳児:1人、1歳児:2人、2歳児:2人、3歳児:4人、4歳児:1人、5歳児:1人）
　【補正の効果】保育の委託により、利用希望保護者の就労支援と子育て支援に対応するこ
　とができる。 補助金等の名称
　 補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明
実施
計画

実施計画
　【国庫支出金】△2,851千円【県支出金】△1,273千円【一般財源】913千円 計 上 額

03款 02項 02目 009100000事業 太養保育園委託料
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款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0092 ながせこども園委託料 (簡略番号：021530) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △16,886 111,615 94,729 61,632 33,098

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 212 1,503 1,715

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 8,276 8,276
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 △17,098 101,836 84,738

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】ながせこども園に入園した児童に適切な教育･保育を提供するための経費 01 報酬 16 公有財産購入費
　として、年齢別入園人数に基づき、公定価格(内閣総理大臣が定める基準により算定した 02 給料 17 備品購入費
　費用の額)で示される額を委託費として負担する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】ながせこども園に教育･保育の実施を委託することによって、子どもを 04 共済費 19 扶助費
　産み育てやすい環境を整えるとともに、保護者の就労支援と子育て支援に対応する。多様 05 災害補償費 20 貸付金
　化･複雑化する保護者や家庭の教育･保育ニーズを的確に把握しながら、町の幼保一体の基 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　本理念に沿って、安心安全な保育と年齢発達に応じた幼児教育を提供する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】当初見込み（138人）より入園者数が14人減少したことに伴う委託料の減1 08 旅費 23 投資及び出資金
　6,886千円の額補正を行う。 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　子ども･子育て支援法による施設型給付費、児童福祉法、町立認定こども園の設置及び管 12 委託料 △16,886 △16,886 27 繰出金
　理に関する条例、同管理運営に関する規則 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △16,886 △16,886

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】｢共に支え合う 町民が主役の まちづくり｣(福祉施策の推進) 都道府県支出金 15020206416 保育料無償化等子育て支援事業 212
　｢志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり｣(幼児教育の推進)
　【第2期子ども･子育て支援事業計画】｢子育てをしているすべての家庭を支える環境づく
　り｣(教育･保育の一体的提供)

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】ながせこども園に入園を希望する園児の教育･保育を、湯梨浜町社会福
　祉協議会に委託し公定価格で示される額で算出した経費を請求に基づき委託料として交付
　する。
　（令和4年度児童数　令和4年10月1日現在　124人
　▽保育認定　122人
　（0歳児:9人、1歳児:18人、2歳児:18人、3歳児:27人、4歳児:27人、5歳児:23人） 補助金等の名称 鳥取県保育料無償化等子育て支援事業補助金
　▽教育認定　2人（満3歳児:0人、3歳児:0人、4歳児:0人、5歳児:2人）） 補助基本額 424 補助率 50.0% 補助金額 212
　【補正の効果】教育･保育の委託により、利用希望保護者の就労･子育て支援に対応できる
　

実施
計画

実施計画
計 上 額

６．財源の説明
　【県支出金】212千円【一般財源】△17,098千円

03款 02項 02目 009200000事業 ながせこども園委託料



款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

事業

0093 ニチイキッズ湯梨浜ながえ保育園委託料 (簡略番号：040424) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △637 69,988 69,351 37,014 32,338

財
源
内
訳

国庫支出金 △960 35,222 34,262
県支出金 △587 13,436 12,849

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 3,630 3,630
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 910 17,700 18,610

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】ニチイキッズ湯梨浜ながえ保育園に入園した児童に適切な保育を提供する 01 報酬 16 公有財産購入費
　ための経費として、年齢別入園人数に基づき、公定価格(内閣総理大臣が定める基準によ 02 給料 17 備品購入費
　り算定した費用の額)で示される額を負担する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】「ニチイキッズ湯梨浜ながえ保育園」に保育の実施を委託することによ 04 共済費 19 扶助費
　って、子どもを産み育てやすい環境を整えるとともに、保護者の就労支援と子育て支援に 05 災害補償費 20 貸付金
　対応する。多様化･複雑化する保護者や家庭の保育ニーズを的確に把握しながら、民間施 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　設として「全町幼保一体」の基本理念に沿い、安心安全で適切な保育と年齢発達に応じた 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　幼児教育を提供するため、町及び町立認定こども園とより密接な連携を図って、保育実施 08 旅費 23 投資及び出資金
　にあたる。 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】当初見込み（30人）より入園者数が3人減少したことに伴う委託料の637千 10 需用費 25 寄附金
　円減額補正を行う。 11 役務費 26 公課費

12 委託料 △637 △637 27 繰出金
２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 予備費
　子ども･子育て支援法による施設型給付費、児童福祉法 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △637 △637
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 国庫支出金 14010102201 教育・保育給付交付金 △960
　【第4次総合計画】｢共に支え合う 町民が主役の まちづくり｣(福祉施策の推進) 都道府県支出金 15010203201 教育・保育給付費負担金 △575
　｢志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり｣(教育･保育の一体的提供) 都道府県支出金 15020206416 保育料無償化等子育て支援事業 △12
　【第2期子ども･子育て支援事業計画】｢子育てをしているすべての家庭を支える環境づく
　り｣(教育･保育の一体的提供)

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】｢ニチイキッズ湯梨浜ながえ保育園｣に入園する児童の保育を委託し、公
　定価格で示される額で算出した経費を、請求に基づき委託料として交付する。
　（令和4年度　児童数　令和4年10月1日現在計27人(0歳児:6人、1歳児:9人、2歳児:12人）
　【補正の効果】保育の委託により、利用希望保護者の就労支援と子育て支援に対応するこ
　とができる。 補助金等の名称
　 補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明
実施
計画

実施計画
　【国庫支出金】△960千円【県支出金】△587千円【一般財源】910千円 計 上 額

03款 02項 02目 009300000事業 ニチイキッズ湯梨浜ながえ保育園委託料
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款 03 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

民生費 項 生活保護費 02 扶助費 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0002 医療扶助 (簡略番号：030746) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 9,868 56,580 66,448 37,931 28,518

財
源
内
訳

国庫支出金 7,401 42,366 49,767
県支出金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 92 92
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 民－生－医療扶助 一般財源 2,467 14,122 16,589

　医療扶助基準により指定医療機関で診療を受けた場合の費用、薬剤費、施術費、移送費等 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対して、生活保護法で定める 02 給料 17 備品購入費

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　を支給する。 04 共済費 19 扶助費 9,868 9,868

　のかかる者が多発したため増額補正が必要となった。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　被保護者世帯数に大きな変動はないが、年度当初から入院する者が多く、高額な医療費 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　10月までの実績から、年間での必要な経費を見込んで算出したものである。 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

11 役務費 26 公課費
　　支出見込額66,448千円－予算額56,580千円＝補正額9,868千円 10 需用費 25 寄附金

　生活保護法 13 使用料及び賃借料 予備費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 9,868 9,868
14 工事請負費

　　共に支え合う町民が主役のまちづくり

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【湯梨浜町第4次総合計画】 国庫支出金 14010103001 生活保護費等国庫負担金 7,401

　

５．本年度の計画効果
　医療扶助により疾病で困窮している被保護者の生活を維持する。

　一般財源　　　 2,467千円
　

補助金等の名称 生活保護費等国庫負担金

６．財源の説明
　国庫負担金　　 7,401千円

補助基本額 9,868 補助率 75.0% 補助金額 7,401

実施
計画

03款 03項 02目 000200000事業 医療扶助

実施計画
計 上 額



款 04 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
04款 01項 02目 012100000事業 子宮頸がん予防ワクチン接種事業

　　受けた人に対し、接種に要した費用を助成する。
　③積極的な勧奨を差し控えている間に全額自己負担で接種した人に対し、接種に要した費
　　用を助成する。 補助金等の名称
　【事業の効果】 補助基本額 補助率 補助金額
　接種により子宮頸がんの原因とされるヒトパピローマウイルスの感染を予防し、将来の健
　康の保持増進を図ることができる。

実施
計画

実施計画
計 上 額

６．財源の説明
　【一般財源】　　4,924千円

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】共に支え合う 町民が主役のまちづくり(保健･医療･健康づくりの充実)

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　①子宮頸がん予防ワクチン接種を医療機関へ委託し実施する。
　②やむを得ない理由（協力医療機関以外での接種）等により、全額自己負担で予防接種を

２．根拠法令 14 工事請負費
　予防接種法、湯梨浜町子宮頸がん予防ワクチン接種実施要綱、湯梨浜町予防接種費用助成 15 原材料費 合　計 4,924 4,924
　金交付要綱

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況

　①接種者の増加に伴い、委託料を増額計上するもの。（4,833千円） 10 需用費 23 23 25 寄附金
　②令和5年度対象者へ接種券を送付するための通信運搬費及び接種券に係る印刷製本費を 11 役務費 68 68 26 公課費
　増額計上するもの。（91千円） 12 委託料 4,833 4,833 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費

　②積極的な勧奨を差し控えている間に定期接種の対象であった平成9年4月2日から平成18 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　年4月1日までの間に生まれた女子を対象に、公費負担での接種（キャッチアップ接種） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　を実施する。《実施期間：令和4年4月1日から令和7年3月31日までの3年間》 08 旅費 23 投資及び出資金
　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金

　将来子宮頸がんに罹患するリスクを減らし、発症リスクの高いヒトパピローマウイルスの 02 給料 17 備品購入費
　感染を予防することを目的にワクチン接種を実施する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　①町内に住所を有する小学6年生から高校1年生の女子に対して、子宮頸がん予防ワクチン 04 共済費 19 扶助費
　　の定期接種を実施する。 05 災害補償費 20 貸付金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 4,924 3,271 8,195

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要及び必要性】 01 報酬 16 公有財産購入費

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 02 予防費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業

0121 子宮頸がん予防ワクチン接種事業 (簡略番号：007762) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 4,924 3,271 8,195 2,684 5,512

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
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款 05 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 03 農業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0131 特産果物生産振興事業 (簡略番号：040722) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 338 4,931 5,269 5,269

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 543 543

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 農－業－その他 一般財源 338 4,388 4,726

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　町特産品である施設園芸品目と梨の生産拡大を目指し、生産者の負担軽減のための施設整 02 給料 17 備品購入費
　備等を支援し、特産地としての維持と生産振興を図る。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 338 338
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　(泊)スイカ栽培を始める新規就農者が借り受けるハウスの改修費用を支援する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　・スイカ栽培　老朽ハウス改修　1件　事業費1,163,643円×1/3=補助金387,881円① 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　・その他、既交付決定額4,880,809円② 08 旅費 23 投資及び出資金
　※必要額(①+②)5,268,690円 - 予算額4,931,000円 = 補正予算額337,690円 09 交際費 24 積立金
　 10 需用費 25 寄附金
　 11 役務費 26 公課費

12 委託料 27 繰出金
２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 予備費
　町特産農産物生産振興事業補助金交付要綱 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 338 338
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業）
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅰ　活気ある元気なまち（農林水産業の振興）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　特産農産物の生産振興（国や県の補助事業の対象にならない事業）を図る。
　【補正の効果】
　特産農産物の生産者の労力軽減による生産設備を支援し、営農継続できる体制を築き、合
　わせて担い手の育成も図りながら産地の活力強化を図る。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【一般財源】338千円 補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 03目 013100000事業 特産果物生産振興事業
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大
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 03 農業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0297 鳥取柿ぶどう生産振興事業 (簡略番号：035362) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 674 244 918 918

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 645 197 842

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 29 47 76

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　鳥取県が新規栽培を推奨する柿、ぶどうの優良品種導入、それに伴う生産基盤整備や育成 02 給料 17 備品購入費
　管理を支援する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 674 674
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　認定農業者が行う事業拡大（ぶどう栽培）にかかる潅水施設整備等の費用を支援する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　ぶどう栽培　補助金673,396円を増額する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　内訳　潅水設備 補助金(県1/3) 455,230円　、ハウス整備 補助金(県1/2) 161,766円 08 旅費 23 投資及び出資金
　　　　　育成促進対策奨励金(県1/2・町1/2) 56,400円　 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　鳥取梨生産振興事業及び柿ぶどう等生産振興事業実施要領 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 674 674
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅰ　活気ある元気なまち（農林水産業の振興） 都道府県支出金 15020401424 鳥取柿ぶどう生産振興事業補助 645

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　ぶどうの新植を支援する。
　【補正の効果】
　生産基盤整備等を支援することにより担い手の育成も図りながら産地の維持、活力強化を
　図る。
　　

６．財源の説明
　【県補助金】645千円 補助金等の名称 鳥取柿ぶどう等生産振興事業
　【一般財源】 29千円 補助基本額 1,746 補助率 補助金額 645

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 03目 029700000事業 鳥取柿ぶどう生産振興事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 03 農業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0336 米価下落対策給付金 (簡略番号：043688) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,736 11,600 9,864 9,864 1

財
源
内
訳

国庫支出金 △1,737 11,600 9,863
県支出金

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 農－業－その他 一般財源 1 1

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　新型コロナウイルス感染拡大の影響により米の消費が落ち込み令和３年産の米価が全国的 02 給料 17 備品購入費
　に下落したことで、主食用米の生産農家の収入減少と離農の拡大が懸念される。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △1,736 △1,736
　令和３年産の主食用米の生産・販売を行っている農業者に対し、米の出荷販売の実績をも 04 共済費 19 扶助費
　とに収入減少の一部を支援することにより生産意欲の維持を図る。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　補助金の実績見込による減。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金
　（実績見込額）9,863,190円-（予算額）11,600,000円=（補正額）△1,736,810円 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町米価下落対策給付金事業交付要綱 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 △1,736 △1,736
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅰ　活気ある元気なまち（農林水産業の振興） 国庫支出金 14020101241 新型コロナウイルス感染症対応 △1,737

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　水稲農家に令和3年度と令和2年度の米価差額分の一部を支援する。
　【事業の効果】
　水稲農家の負担を軽減することで、水稲農家の営農意欲及び町内水田農業の維持を図る。

６．財源の説明
　【国庫支出金】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 △1,736千円

補助金等の名称 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
補助基本額 補助率 100.0% 補助金額 △1,736

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 03目 033600000事業 米価下落対策給付金



款 05 01 目

大
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 04 農地費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0051 土地改良事業 (簡略番号：009681) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 600 24,837 25,437 1,911 23,527

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 240 10,460 10,700

事業期間 令 5. 1. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 120 11,474 11,594
補助単独区分 目的区分 農－地－農業農村整備 一般財源 240 2,903 3,143

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　土地改良施設の補修を実施し、生産活動の継続及び拡大を図る。 02 給料 17 備品購入費
　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　安定した農業用水の確保による生産活動の維持を行う必要がある。 04 共済費 19 扶助費
　【補正内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　○県しっかり守る農林基盤交付金事業 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　工事請負費　1箇所(宇谷地区灌水設備)　600千円　　 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　　※補助率〔工事（町管理以外の事業）〕県40％、町40％、地元20％ 08 旅費 23 投資及び出資金
　　　　補助率〔測量設計〕県50％、町50％ 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金
２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　鳥取県しっかり守る農林基盤交付金実施要領 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費 600 600

15 原材料費 合　計 600 600
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

都道府県支出金 15020401033 しっかり守る農林基盤交付金（ 240
５．本年度の計画効果 分担金 12010101005 土地改良事業分担金 120
　【本年度の計画】
　地区要望に基づき県交付金事業を活用して土地改良工事及び測量設計を実施する。
　【事業の効果】
　土地改良施設の延命化、利便性の向上により生産活動を支援する。

６．財源の説明
　【県補助金】　240千円　
　【分 担 金】  120千円
　【一般財源】　240千円 補助金等の名称 鳥取県しっかり守る農林基盤交付金

補助基本額 600 補助率 40% 補助金額 240

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 04目 005100000事業 土地改良事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 06 農業施設管理費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

事業

0209 活性化センター管理臨時経費 (簡略番号：036224) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 836 594 1,430 1,430

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 4. 9.29～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 836 594 1,430

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　施設の運営及び修繕などの維持管理費。 02 給料 17 備品購入費 836 836
　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　活性化センター設置の乾燥機について、モーターの不具合により使用が出来ない状態であ 04 共済費 19 扶助費
　る。年間を通して利用者があり、早急に対応する必要がある 05 災害補償費 20 貸付金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　（乾燥機)事業費：760,000円×1.1＝836,000円 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金
　湯梨浜町農産物加工等施設の設置及び管理に関する条例 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町農産物加工等施設の設置及び管理に関する条例施行規則 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 836 836
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】「にぎわいと活力あるまちづくり」（魅力とやりがいのある農林水産 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　業）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　事故や怪我のない安心で安全な施設を提供する。
　【事業の効果】
　　安心で安全な施設を使用いただくことで、地域住民の連帯感の醸成が図られる。

６．財源の説明
　【一般財源】　836千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 06目 020900000事業 活性化センター管理臨時経費
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

商工費 項 商工費 03 観光費 所属 0101012100-0000 産業振興課（商工観光）

事業

0219 観光産業復興事業 (簡略番号：036670) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △4,367 20,623 16,256 10,000 6,256

財
源
内
訳

国庫支出金 △4,367 20,623 16,256
県支出金

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 商－観光 一般財源

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　新型コロナウィルス感染拡大の影響により旅館の宿泊者数が大幅に減少している状況が続 02 給料 17 備品購入費
　くなか、温泉旅館組合が旅行需要の回復を図るために実施する宿泊割引キャンペーン事業 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △4,367 △4,367
　及び町主催の全国大会等参加者の宿泊費助成、中部観光周遊タクシー運行事業に係る費用 04 共済費 19 扶助費
　について支援する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　事業実績及び実績見込に基づき減額補正するもの。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金
　・全国大会参加者宿泊助成：△2,112千円 09 交際費 24 積立金
　[予算額3,138千円-(宿泊者実績延513人×2千円=1,026千円)=2,112千円] 10 需用費 25 寄附金
　・中部観光周遊タクシー運行事業：△2,255千円 11 役務費 26 公課費
　[予算額(600回運行予定)2,485千円-実績見込(50回運行予定）230千円=2,255千円] 12 委託料 27 繰出金
　　 13 使用料及び賃借料 予備費

14 工事請負費
２．根拠法令 15 原材料費 合　計 △4,367 △4,367
　湯梨浜町補助金等交付規則

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況 国庫支出金 14020101241 新型コロナウイルス感染症対応 △4,367

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（観光の振興）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　はわい温泉・東郷温泉旅館組合が実施する宿泊割引キャンペーンの還元費用及び全国大会

06款 01項 03目 021900000事業 観光産業復興事業

　参加者宿泊助成費用、観光周遊タクシー運行費用について助成する。
　【補正の効果】
　適正な予算管理及び執行

補助金等の名称 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
６．財源の説明 補助基本額 16,256 補助率 100.0% 補助金額 16,256
　【国庫支出金】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　△4,367千円

実施
計画

実施計画
計 上 額
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

07款 02項 02目 001000000事業 道路維持事業

　【一般財源】622千円
補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　　町道施設の適切な維持管理を行う。
　【事業の効果】
　　町道の適切な維持管理により、町民に安心安全な町道を提供できる。

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 622 622

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】

６．財源の説明

14 工事請負費

　道路法（昭和27年6月10日法律第180号） 11 役務費 26 公課費
　（第42条）道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつて 12 委託料 27 繰出金

　　安全で住みやすいまちづくり（交通環境の充実）

２．根拠法令 10 需用費 622 622 25 寄附金

　　　修繕料の不足が見込まれるため増額補正をする必要がある。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　 08 旅費 23 投資及び出資金

　一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならない　 13 使用料及び賃借料 予備費

　　・緊急の道路修繕があり、想定外の修繕料が発生した。そのため、今後の除雪機等の 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　・学園橋（泊）、積雪観測所（3か所）、宮内トイレについて、電気料金の高騰によ　 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金

　　町道施設の維持管理を実施し、生活基盤整備を実施するものである。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 223 223
補助単独区分 目的区分 土－道－道路 一般財源 622 61,827 62,449

　　　り、電気料金が予算不足のため、増額補正が必要である。 05 災害補償費 20 貸付金

事 業 費 622 86,962 87,584 29,912 57,673

財
源
内
訳

国庫支出金 1,000 1,000

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

土木費 項 道路橋りょう費 02 道路維持費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）

県支出金 712 712
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債 23,200 23,200

事業

0010 道路維持事業 (簡略番号：011754) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額
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中
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

07款 02項 03目 008500000事業 道路メンテナンス事業

６．財源の説明
　【国庫支出金】道路メンテナンス事業　△12,087千円
　【地方債】公共事業等債(90％)　△9,300千円 補助金等の名称 道路メンテナンス事業
　【一般財源】1,940千円 補助基本額 補助率 62.2% 補助金額

　【事業の効果】
　　橋りょう点検、修繕工事を行うことで長寿命化を図ることができる。
　

地方債 21010501007 公共事業等債（道路メンテナン △9,300
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　橋梁の定期点検を行い、修繕が必要な橋梁について、対策工事を実施する。

15 原材料費 合　計 △19,447 △19,447
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　安全で住みやすいまちづくり(交通環境の充実) 国庫支出金 14020401003 道路メンテナンス事業費補助金 △12,087

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費 △13,360 △13,360

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　道路メンテナンス事業補助制度要綱 12 委託料 △6,087 △6,087 27 繰出金

　 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　［委託料］　橋りょう定期点検7,913千円、橋梁修繕△14,000千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　［工事請負費］橋梁修繕△13,360千円 08 旅費 23 投資及び出資金

　　がある。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　本事業により、定期点検、修繕工事を行うことにより、橋りょうの長寿命化を図る必要 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費
　　国の交付額決定及び事業の見直しにより減額補正をするもの。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 土－道－道路 一般財源 1,940 7,218 9,158

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債 △9,300 13,600 4,300

事業

0085 道路メンテナンス事業 (簡略番号：041193) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △19,447 55,000 35,553 35,553

財
源
内
訳

国庫支出金 △12,087 34,182 22,095

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

土木費 項 道路橋りょう費 03 道路新設改良費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）

-39-



-40-

款 07 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
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節
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実施
計画

実施計画
計 上 額

07款 02項 03目 008700000事業 社会資本整備総合交付金事業(改良・改築)

６．財源の説明
　【国庫補助金】社会資本整備総合交付金事業　△11,863千円 補助金等の名称 社会資本整備総合交付金
　【地方債】公共事業等債(90％)、過疎債（100％）　△9,000千円 補助基本額 補助率 56.5% 補助金額
　【一般財源】△133千円

　　村前線外１路線（国信）、三ツ江山東線（田後）、下浅津水下線（水下）等
　【事業の効果】
　　本事業により安全で住みやすい環境を実現することができる。
　

地方債 21010501005 公共事業等債（道路改良事業） △1,600
５．本年度の計画効果 地方債 21010501010 過疎対策事業債（道路改良事業 △7,400
　【本年度の計画】
　　町道の整備（拡幅改良整備等）を実施するもの

15 原材料費 合　計 △20,996 △20,996
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　安全で住みやすいまちづくり(交通環境の充実) 国庫支出金 14020401001 社会資本整備総合交付金 △11,863

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費 △496 △496

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　社会資本整備総合交付金交付要綱 12 委託料 △15,500 △15,500 27 繰出金

　　道路の拡幅改良整備により、生活環境の改善を図る必要がある。 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　　［補償金］△2,500千円(村前線外１路線△1,500千円、都計2号線△1,000千円) 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の必要性】 08 旅費 23 投資及び出資金

　　［工事請負費］△496千円（下浅津津水下線△496円）　 05 災害補償費 20 貸付金
　　［公有財産購入費］△2,500千円（村前線外１路線△2,500千円） 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金 △2,500 △2,500

　　［委託料］　△15,500千円（村前線外1路線△10,000千円、上浅津堂ノ本線1,500千円、 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　　　　　　　　　　　　　都計2号線△2,000千円、宇野川端線外5号線△5,000千円） 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費 △2,500 △2,500
　　道路の整備（拡幅改良整備等）事業の見直しにより減額補正する。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分補助事業 目的区分 土－道－道路 一般財源 △133 1,480 1,347

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △9,000 19,400 10,400

事業

0087 社会資本整備総合交付金事業(改良・改築) (簡略番号：041727) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △20,996 48,000 27,004 8,322 18,683

財
源
内
訳

国庫支出金 △11,863 27,120 15,257

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

土木費 項 道路橋りょう費 03 道路新設改良費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
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細節

　【国費】社会資本整備総合交付金事業　△18,549千円
実施
計画

実施計画
　【起債】公共事業等債(90％)、過疎債(100％) 　（起債額）△14,000千円 計 上 額
　【一般財源】△279千円

　安全で住みやすいまちづくり（交通環境の充実） 地方債 21010501005 公共事業等債（道路改良事業） △1,100
　安全で住みやすいまつづくり（災害に強いまちづくりの推進） 地方債 21010501010 過疎対策事業債（道路改良事業 △12,900
　

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △32,828 △32,828

07款 02項 03目 008900000事業 社会資本整備総合交付金事業(防災安全対策)

　　甲亀山線（泊）、原線、福永支線、野花第3支線、都計11号線外8路線　等
　【事業の効果】
　　本事業により安全で住みやすい環境を実現することができる。 補助金等の名称 社会資本整備総合交付金

補助基本額 補助率 56.5% 補助金額
６．財源の説明

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　地域住民の命と暮らしを守ること、事前防災・減災対策を目的とした道路整備事業を
　　実施する。

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】 国庫支出金 14020401001 社会資本整備総合交付金 △18,549

　社会資本整備総合交付金交付要綱 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費 △24,428 △24,428

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 △6,200 △6,200 27 繰出金

　【補正の必要性】 09 交際費 24 積立金
　　防災対策を目的とした道路事業により、災害に強い基盤整備を図ることが必要である。 10 需用費 25 寄附金

　　［公有財産購入費］△1,000千円（福永支線△700千円、野花第3支線△300千円） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　［補償費］△1,200千円（福永支線△1,000千円、野花第3支線△200千円） 08 旅費 23 投資及び出資金

　　　　　　　　　　　　　　　原支線4,972千円、橋津川右岸線外8路線△3,000千円、 05 災害補償費 20 貸付金
　　　　　　　　　　　　　　　野花第3支線△7,500千円） 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金 △1,200 △1,200

　　［委託料］△6,200千円（都計11号線外8路線△6,700千円、野花第3支線500千円）　 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　［工事請負費］△24,428千円（甲亀山線△5,900千円、福永支線△13,000千円、　　　 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費 △1,000 △1,000
　　防災安全事業の見直し等により予算額を減額補正する。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分補助事業 目的区分 土－道－道路 一般財源 △279 520 241

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △14,000 22,100 8,100

事業

0089 社会資本整備総合交付金事業(防災安全対策) (簡略番号：041753) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △32,828 52,000 19,172 19,172

財
源
内
訳

国庫支出金 △18,549 29,380 10,831

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

土木費 項 道路橋りょう費 03 道路新設改良費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

土木費 項 住宅費 01 住宅管理費 所属 0101010400-0000 町民課

事業

0016 促進住宅管理臨時経費 (簡略番号：038711) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,788 3,788 3,788

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 3,788 3,788
補助単独区分 目的区分 土－住宅費 一般財源

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　はわいバイパスの用地買収により、現在、町が賃貸している駐車場の一部が使用できなく 02 給料 17 備品購入費
　なるため、駐車場を移転する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　はわいバイパスの用地買収に伴う、はわい長瀬団地駐車場移転の設計委託費の計上。 05 災害補償費 20 貸付金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

２．根拠法令 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　湯梨浜町定住促進住宅の設置及び管理に関する条例　他 08 旅費 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

３．用地の状況 10 需用費 25 寄附金
　湯梨浜町はわい長瀬団地2597番地3 11 役務費 26 公課費

12 委託料 3,788 3,788 27 繰出金
４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第４次湯梨浜町総合計画】安全で住みよいまちづくり（住環境の充実） 14 工事請負費

15 原材料費 合　計 3,788 3,788
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　駐車場移転の設計を実施する。 諸収入 20050302701 はわい長瀬団地駐車場移転補償 3,788
　【事業の効果】
　現在の駐車場台数を維持し、引き続き、町に定住を希望する者に対して、良質で安全安心
　な住宅を提供する。

６．財源の説明
　【その他】はわい長瀬団地駐車場移転補償金　3,788千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

07款 05項 01目 001600000事業 促進住宅管理臨時経費



　　　　　（歳出予算事業概要書　補足資料）
【事業名】 促進住宅管理臨時経費

【事業概要等】
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

土木費 項 住宅費 02 住宅建設費 所属 0101010400-0000 町民課

事業

0018 町営住宅建替事業 (簡略番号：041865) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 33,484 445,039 478,523 145,057 333,466

財
源
内
訳

国庫支出金 16,741 195,081 211,822
県支出金

事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 15,300 249,300 264,600
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 1,443 658 2,101
補助単独区分 目的区分 土－住宅費 一般財源

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】老朽化が進み、また危険な立地にある松崎地区の3つの町営住宅の非現地建 01 報酬 16 公有財産購入費
　替及び現地建替を行い、レークサイド・ヴィレッジゆりはま内町営住宅ゾーンに新長江団 02 給料 17 備品購入費
　地（仮称）を、現上町団地解体後跡地に新上町団地（仮称）を建設する。（PFI) 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】昨今の物価上昇を受け、物価スライド条項等による委託費の増額、移転 04 共済費 19 扶助費
　業務での、移転補償金の計上。 05 災害補償費 20 貸付金

06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金 2,759 2,759
２．根拠法令 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　○地方自治法　○公営住宅法　○湯梨浜町営住宅設置及び管理に関する条例　他 08 旅費 23 投資及び出資金
　 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金
３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
　・新長江団地（仮称）…「レークサイド・ヴィレッジゆりはま」の造成地を取得。 12 委託料 30,725 30,725 27 繰出金

　計業務及び新長江団地（仮）の建設工事を中心とする事業に着手する。現上町団地解体に
　伴う、移転業務の実施。
　【事業の効果】松崎3団地入居者を始めとする町民に安全で安心な住宅を建設することが
　できる。

　・新上町団地（仮称）…現上町団地 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 33,484 33,484
　【第４次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（住環境の充実）
　【町営住宅等長寿命化計画】【湯梨浜町地域住宅計画】 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【社会資本総合整備計画[湯梨浜町における安全安心な住環境整備(地域住宅計画)]】 国庫支出金 14020402301 社会資本整備交付金（公営住宅 16,741

07款 05項 02目 001800000事業 町営住宅建替事業

６．財源の説明
　【国庫支出金】社会資本整備総合交付金　　　　16,741千円
　【地方債】　　公営住宅建設事業債　　　　　　15,300千円 補助金等の名称 社会資本整備総合交付金（地域住宅計画）
　【町営住宅使用料】　1,443千円 補助基本額 478,523 補助率 44.2% 補助金額 211,822

実施
計画

実施計画
計 上 額

使用料 13010503001 町営住宅使用料 1,443
５．本年度の計画効果 地方債 21010503010 公営住宅建設事業債 15,300
　【本年度の計画】3団地の建替事業について、新長江団地（仮）、新上町団地（仮）の設
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 01項 03目 005500000事業 湯梨浜学校給食センター管理運営経常経費

　食を提供することができる。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【一般財源】　4,668千円 補助基本額 補助率 補助金額

　　学校給食センターを適正に管理運営するために必要な予算を計上する。
　【事業の効果】
　　学校給食センター運営に必要な物品購入費、光熱水費、機械器具及び施設設備等の維持
　管理費を確保し、学校給食の運営を円滑に行うことで、児童・生徒に安全・安心な学校給

　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

15 原材料費 合　計 4,668 4,668
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律・学校教育法 13 使用料及び賃借料 予備費
　学校給食法・湯梨浜町立学校給食センター設置条例 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金

　②需用費（光熱水費）　4,268千円 09 交際費 24 積立金
　③需用費（修繕料）　　　200千円 10 需用費 4,668 4,668 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　①需用費（消耗品費）　　200千円 08 旅費 23 投資及び出資金

　高騰や電気料金の高騰等の影響により、予算不足が生じる見込みであるため、増額補正予 05 災害補償費 20 貸付金
　算を計上するものである。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　需用費のうち、消耗品費、光熱水費、修繕料について、今年度に入ってからの物品価格 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　学校給食センターを適切に管理運営するための経費である。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－保－学校給食費 一般財源 4,668 52,536 57,204

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

事業

0055 湯梨浜学校給食センター管理運営経常経費 (簡略番号：037705) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 4,668 52,778 57,446 31,977 25,470

財
源
内
訳

国庫支出金 242 242

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

教育費 項 教育総務費 03 給食事業費 所属 0101012600-0000 教育総務課
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 02項 01目 000800000事業 東郷小学校管理運営経常経費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　全・安心な学校生活を提供することができる。

６．財源の説明
　【一般財源】　2,194千円

　【本年度の計画】
　　東郷小学校を適正に管理運営するために必要な予算を計上する。
　【事業の効果】
　　東郷小学校運営に必要な光熱水費を確保し、学校の運営を円滑に行うことで、児童に安

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 2,194 2,194
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　　教育基本法、学校教育法、学校保健安全法、湯梨浜町立小中学校管理規則 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 2,194 2,194 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　①需用費（光熱水費）　2,194千円 08 旅費 23 投資及び出資金

　要な予算を確保するとともに、電気料金の高騰等の影響により予算不足が生じる見込みで 05 災害補償費 20 貸付金
　あるため、増額補正する必要がある。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続く中、安心・安全な学校運営をするために必 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　東郷小学校を適切に管理運営するための経費である。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 42 42
補助単独区分 目的区分 教－小学校費 一般財源 2,194 30,171 32,365

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

事業

0008 東郷小学校管理運営経常経費 (簡略番号：013721) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,194 30,213 32,407 17,266 15,142

財
源
内
訳

国庫支出金

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

教育費 項 小学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 02項 01目 000900000事業 東郷小学校管理運営臨時経費

６．財源の説明
　【一般財源】　105千円																	
　 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　【事業の効果】
　　特別支援学級児童の実態に合った必要な備品を整備することにより、安全・安心で過ご
　しやすい教室環境、適正な学習の場の提供に努める。

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　新設特別支援学級（難聴学級）に備品を購入し、教室環境を整備する。

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 105 105

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり

　　教育基本法、学校教育法、学校保健安全法、湯梨浜町立小中学校管理規則 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金

　　・特別支援学級（難聴学級）新設に係るエデュマイク送信機購入による増（114千円） 09 交際費 24 積立金
　　　　※エデュマイク送信機：補聴器に直接音声を届ける装置 10 需用費 25 寄附金

　①備品購入費　105千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　・除雪機の契約金額確定による請負差額の減（△9千円） 08 旅費 23 投資及び出資金

　正な教育を受けるために必要な備品を購入する必要がある。				 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】								 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】							 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　来年度の特別支援学級（難聴学級）新設にあたって、特別支援学級に入級する児童が適 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】								 01 報酬 16 公有財産購入費
　　来年度の特別支援学級（難聴学級：新１年生1名）新設に伴う備品の購入を行う。 02 給料 17 備品購入費 105 105

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－小学校費 一般財源 105 2,655 2,760

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 3,800 3,800

事業

0009 東郷小学校管理運営臨時経費 (簡略番号：024357) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 105 6,455 6,560 1,403 5,158

財
源
内
訳

国庫支出金

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

教育費 項 小学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 02項 01目 003800000事業 修学旅行補助金

６．財源の説明
　【国庫支出金】　△639千円（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

補助金等の名称 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
補助基本額 △639 補助率 100.0% 補助金額 △639

　【事業の効果】
　　保護者の経済的な負担を軽減するとともに、修学旅行を通じて児童の心身の健やかな成
　長に寄与することができる。

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　自己の責任ではない感染症の影響により修学旅行を中止した場合に発生するキャンセル
　料について補助する。(2小学校が修学旅行を実施し、キャンセル料は発生しなかった。)

15 原材料費 合　計 △639 △639
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くまちづくり 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

国庫支出金 14020101241 新型コロナウイルス感染症対応 △639

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町修学旅行中止に伴うキャンセル料等補助金交付要綱 12 委託料 27 繰出金

　①補助金　△639千円（修学旅行キャンセル料の減額） 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　なかったために2校分のキャンセル料を減額する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】　　 08 旅費 23 投資及び出資金

　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響を受けることなく、2小学校（泊小学 05 災害補償費 20 貸付金
　校、東郷小学校）が修学旅行を実施することができた。これによりキャンセル料が発生し 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　キャンセル料について補助を行うものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △639 △639
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費
　　新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、修学旅行を中止した場合に発生する 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－小学校費 一般財源 60 60

県支出金 350 350
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0038 修学旅行補助金 (簡略番号：013946) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △639 1,783 1,144 250 894

財
源
内
訳

国庫支出金 △639 1,373 734

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

教育費 項 小学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
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　【一般財源】　4,836千円
実施
計画

実施計画
　 計 上 額

09款 02項 01目 010400000事業 羽合小学校管理運営経常経費

　【事業の効果】
　　学校の光熱水費・施設設備等の適正な維持管理を行うことで、児童に安全・安心な教育
　環境を提供することができる。 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　学校を適正に管理運営するために必要な予算を計上する。

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり

15 原材料費 合　計 4,836 4,836
２．根拠法令
　教育基本法、学校教育法、学校保健安全法、湯梨浜町小中学校管理規則 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　④役務費（通信運搬費）   43千円　	 13 使用料及び賃借料 予備費
　⑤負担金　　　　　　　　　5千円（行程変更による修学旅行児童引率教員負担金増額）	 14 工事請負費

　②需用費（光熱水費）　4,010千円		 11 役務費 43 43 26 公課費
　③需用費（修繕料）　    300千円（図書館屋根修繕工事）　     　	 12 委託料 27 繰出金

　【補正の内容】								 09 交際費 24 積立金
　①需用費（燃料費）　    478千円　	 10 需用費 4,788 4,788 25 寄附金

　で必要な修繕料について、想定外の緊急修繕が発生し、予算不足が生じているため、増額 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　補正予算を計上するものである。	 08 旅費 23 投資及び出資金

　要な予算を確保するとともに、ガス料金の値上げ及び電気料金の高騰等の影響により、予 05 災害補償費 20 貸付金
　算不足が生じる見込みであるため増額補正する必要がある。また、学校を維持管理する上 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】							 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 5 5
　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続く中、安心・安全な学校運営をするために必 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】								 01 報酬 16 公有財産購入費
　　年間を通じて、学校教育目標に基づき、円滑な学校運営を行う。	 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 272 272
補助単独区分 目的区分 教－小学校費 一般財源 4,836 45,555 50,391

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0104 羽合小学校管理運営経常経費 (簡略番号：024521) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 4,836 47,385 52,221 24,277 27,945

財
源
内
訳

国庫支出金 1,558 1,558

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

教育費 項 小学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

６．財源の説明
実施
計画

実施計画
　【地 方 債】　11,200千円（学校教育施設等整備事業債） 計 上 額
　【一般財源】　 3,872千円

09款 02項 01目 010500000事業 羽合小学校管理運営臨時経費

　必要な備品を購入し、対象児童の学びの環境を整備する。
　【事業の効果】
　　増築工事に伴う教室数の確保及び特別支援学級児童の実態に合った必要な備品を整備す 補助金等の名称
　ることにより、安全・安心で過ごしやすい教室環境、適正な学習の場を保障できる。 補助基本額 補助率 補助金額

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　羽合小学校増築工事のための実施設計を行う。また、新設特別支援学級（弱視学級）に

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり

15 原材料費 合　計 15,072 15,072
２．根拠法令
　　教育基本法、学校教育法、学校保健安全法、湯梨浜町立小中学校管理規則 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

地方債 21010601208 学校教育施設等整備事業債（羽 11,200

　③備品購入費（書見台）　　　　　　　　44千円 13 使用料及び賃借料 予備費
　　※書見台：無理な姿勢をとらなくても活字が視野に近づくよう考えられた弱視者専用台 14 工事請負費

　①羽合小学校増築工事実施設計業務　14,960千円 11 役務費 26 公課費
　②備品購入費（作業用テーブル）　　　　68千円 12 委託料 14,960 14,960 27 繰出金

　教育を受けるために必要な備品を購入する必要がある。 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】 10 需用費 25 寄附金

　込みであり、基本設計完了後速やかに実施設計に着手できるようにするため、増額補正す 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　る必要がある。また、来年度の特別支援学級（弱視学級）新設にあたって、児童が適正な 08 旅費 23 投資及び出資金

　　令和6年度以降に通常学級が増加すること等に伴い教室不足が生じるため、令和5年度中 05 災害補償費 20 貸付金
　に増築工事を行う必要がある。現在実施中の基本設計業務は令和5年2月ごろに完了する見 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　：新3年生1名）新設に伴う備品の購入を行うものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　羽合小学校増築工事のための実施設計を行う。また、来年度の特別支援学級（弱視学級 02 給料 17 備品購入費 112 112

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－小学校費 一般財源 3,872 11,296 15,168

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 11,200 11,200

事業

0105 羽合小学校管理運営臨時経費 (簡略番号：024522) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 15,072 12,512 27,584 2,429 25,156

財
源
内
訳

国庫支出金 1,216 1,216

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

教育費 項 小学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
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細節

実施
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実施計画
計 上 額

09款 02項 01目 021000000事業 泊小学校管理運営経常経費

　【一般財源】　798千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　　学校の燃料費、光熱水費の適正な維持管理を行うことで、児童に安全・安心な教育
　　環境を提供することができる。

６．財源の説明

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　学校を適正に管理運営するために必要な予算を計上する。
　【事業の効果】

15 原材料費 合　計 798 798
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　教育基本法、学校教育法、学校保健安全法、湯梨浜町小中学校管理規則 12 委託料 27 繰出金

　②需用費（光熱水費）　567千円				 09 交際費 24 積立金
10 需用費 798 798 25 寄附金

　【補正の内容】								 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　①需用費（燃料費）　　231千円　	 08 旅費 23 投資及び出資金

　要な予算を確保するとともに、ガス料金の値上げ及び電気料金の高騰等の影響により予算 05 災害補償費 20 貸付金
　不足が生じる見込みであるため増額補正する必要がある。			 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】							 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続く中、安心・安全な学校運営をするために必 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】								 01 報酬 16 公有財産購入費
　　年間を通じて、学校教育目標に基づき、円滑な学校運営を行う。	 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 48 48
補助単独区分 目的区分 教－小学校費 一般財源 798 25,564 26,362

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

事業

0210 泊小学校管理運営経常経費 (簡略番号：014078) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 798 25,612 26,410 12,242 14,169

財
源
内
訳

国庫支出金

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

教育費 項 小学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課
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款 09 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 03項 01目 000800000事業 湯梨浜中学校管理運営経常経費

６．財源の説明
　【一般財源】2,572千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　　・学習指導の充実　　・人権教育の推進　　・道徳教育の推進　　・文化的環境の充実
　　・特別支援教育の充実　　・学級・学年経営の充実　　・生徒指導の充実　など
　【事業の効果】
　　学校運営を円滑に行い、生徒が安心して学び過ごせる学校環境を整えることができる。

　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】経営の重点と具体的な取り組み

15 原材料費 合　計 2,572 2,572
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連

２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 予備費
　教育基本法、学校教育法、学校保健安全法、湯梨浜町立小中学校管理規則等 14 工事請負費

　②役務費（通信運搬費）　135千円　 11 役務費 135 135 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　①需用費（光熱水費）　2,437千円 10 需用費 2,437 2,437 25 寄附金

　要な予算を確保するとともに、電気料金の高騰等の影響により予算不足が生じる見込みで 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　あるため、増額補正する必要がある。 08 旅費 23 投資及び出資金

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続く中、安心・安全な学校運営をするために必 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　豊かな人間形成を目指し、未来を見据え、開智、仁智、叡智を修めた人材が新たな智を創 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　造することを学校づくりの目標に掲げ、学校運営を行っていく。 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費
　　三智創造を校訓とし、湯梨浜町の特色ある三つの地域の人材が集い、共に学び、創造性 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 347 347
補助単独区分 目的区分 教－中学校費 一般財源 2,572 36,324 38,896

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

事業

0008 湯梨浜中学校管理運営経常経費 (簡略番号：037651) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,572 36,671 39,243 20,144 19,100

財
源
内
訳

国庫支出金

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

教育費 項 中学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課



款 09 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

６．財源の説明
実施
計画

実施計画
　【国庫支出金】　△1,334千円（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 計 上 額
　【一般財源】　　　 △60千円

09款 03項 01目 004100000事業 修学旅行補助金

　料について補助する。(予定通り修学旅行を実施し、キャンセル料は発生しなかった。)
　【事業の効果】
　　保護者の経済的な負担を軽減するとともに、修学旅行を通じて児童の心身の健やかな成 補助金等の名称 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
　長に寄与することができる。 補助基本額 △1,335 補助率 100.0% 補助金額 △1,334

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　・修学旅行補助金　申請見込者数：2人（実績なし）
　・自己の責任ではない感染症の影響により修学旅行を中止した場合に発生するキャンセル

４．基本計画との関連
　【第3次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くまちづくり

　湯梨浜町修学旅行補助金交付規程 15 原材料費 合　計 △1,394 △1,394
　湯梨浜町修学旅行中止に伴うキャンセル料等補助金交付要綱

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況 国庫支出金 14020101241 新型コロナウイルス感染症対応 △1,334

13 使用料及び賃借料 予備費
２．根拠法令 14 工事請負費

　①修学旅行補助金の減額　　　　　　△ 59千円　　 11 役務費 26 公課費
　②修学旅行キャンセル料の減額　  △1,335千円 12 委託料 27 繰出金

　ることができた。これによりキャンセル料が発生しなかったため、減額する。 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】 10 需用費 25 寄附金

　を減額する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響を受けることなく、修学旅行を実施す 08 旅費 23 投資及び出資金

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　修学旅行費の補助対象者を当初2人見込んでいたが、対象者がいなかったため、補助金 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　負担を軽減する。また、新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、修学旅行を中 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △1,394 △1,394
　止した場合に発生するキャンセル料について補助を行うものである。 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費
　　経済的に援助を必要とする生徒の保護者に対して、修学旅行費の全額を補助し、経済的 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－中学校費 一般財源 △60 60

県支出金 250 250
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0041 修学旅行補助金 (簡略番号：014482) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,394 1,644 250 250

財
源
内
訳

国庫支出金 △1,334 1,334

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

教育費 項 中学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 02目 001100000事業 中央公民館管理運営臨時経費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明
　【一般財源】1,210千円

５．本年度の計画効果
　【今回の補正】
　　　需用費（修繕料）の増額補正　1,210千円

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 1,210 1,210
　【第4次総合計画】
　　志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（地域でつながり生涯にわたり学び続ける環 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　境づくり）

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　②湯梨浜町公民館の設置及び管理に関する条例 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　①社会教育法 10 需用費 1,210 1,210 25 寄附金

　　　修繕料の増額補正　1,210千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

　　　①エアコンが故障し作動しないため、修繕の必要がある。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　　①事務室エアコン修繕工事 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　　事務室エアコンの修繕を行い、業務の正常化、迅速化を図る。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 1,210 426 1,636

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債 3,100 3,100

事業

0011 中央公民館管理運営臨時経費 (簡略番号：015371) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,210 3,526 4,736 3,421 1,315

財
源
内
訳

国庫支出金

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 02 公民館費 所属 0101012800-0000 中央公民館
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 02目 026400000事業 湯梨浜みんなのげんき館事業

６．財源の説明
　【国庫支出金】△1,313千円 補助金等の名称
　【 一般財源 】△　650千円 補助基本額 補助率 補助金額

５．本年度の計画効果
　　中央公民館泊分館のトレーニングルーム等の活用、健康に関する町民の意向調査に基づ
　く今後の地域資源を活かした健康づくり事業、健康課題の解決に向けた全町的な取り組み
　につなげることができる。

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり

２．根拠法令 15 原材料費 合　計 △1,963 △1,963
　社会教育法、湯梨浜みんなのげんき館の設置及び管理に関する条例

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況 国庫支出金 14020101238 地方創生推進交付金 △1,313

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 13 使用料及び賃借料 △669 △669 予備費
14 工事請負費

　　・通信運搬費（運動・スポーツに関する意識調査郵券料確定）△　347千円 11 役務費 △347 △347 26 公課費
　　・使用料及び賃借料（げんき館マシンプログラム使用料）　　△　669千円　　　　 12 委託料 27 繰出金

　　・地域おこし協力隊員報酬・期末手当・通勤手当　　　　　　△　801千円 09 交際費 24 積立金
　　・地域おこし協力隊員共済費　　　　　　　　　　　　　　　△  146千円 10 需用費 25 寄附金

　・事業費が確定した部分について不用額の減額補正。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 △17 △17 23 投資及び出資金

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　・地域おこし協力隊採用状況に伴う減額補正。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　ング器具を活用し、運動・スポーツに参加する機会を提供することにより、生活習慣病の 03 職員手当等 △120 △120 18 負担金､補助及び交付金

　克服と健康寿命の延伸を目指す。 04 共済費 △146 △146 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 △664 △664 16 公有財産購入費
　　町民が適度な運動を習慣づけるきっかけとして、みんなのげんき館に設置するトレーニ 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 2,830 2,830
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 △650 15,608 14,958

県支出金
事業期間 令 4. 4. 1～令 5. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0264 湯梨浜みんなのげんき館事業 (簡略番号：043358) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,963 30,032 28,069 2,058 26,012

財
源
内
訳

国庫支出金 △1,313 11,594 10,281

歳出予算事業概要書令和 4年度 001 一般会計
現年 7号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 02 公民館費 所属 0101012800-0000 中央公民館
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